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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

IFRS

第110期
第1四半期

連結累計期間

第111期
第1四半期

連結累計期間
第110期

会計期間
自 2015年1月1日
至 2015年3月31日

自 2016年1月1日
至 2016年3月31日

自 2015年1月1日
至 2015年12月31日

売上高 （百万円） 329,549 335,092 1,474,550

税引前四半期利益

又は税引前利益
（百万円） 23,428 32,927 166,038

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）利益
（百万円） 12,020 20,801 105,196

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）包括利益
（百万円） 5,614 5,524 93,011

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 612,050 665,771 680,996

総資産額 （百万円） 1,177,784 1,230,933 1,311,064

基本的1株当たり

四半期（当期）利益
（円） 23.98 41.47 209.82

希薄化後1株当たり

四半期（当期）利益
（円） 23.95 41.43 209.53

親会社所有者帰属持分比率 （%） 52.0 54.1 51.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15 (1,563) 181,672

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） (14,647) (17,332) (74,124)

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,595 (20,390) (20,773)

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 213,400 266,556 309,922

（注）１．当社は第111期より国際会計基準（IFRS）に準拠して要約四半期連結財務諸表及び比較年度の連結財務諸表

を作成しております。

２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

３．表示単位未満を四捨五入で記載しております（以下も同様であります。）。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません（以下も同様であります。）。

５．（ ）付きの数字はマイナスである旨を表示しております（以下も同様であります。）。

２【事業の内容】

2016年1月1日付で、㈱花王グループカスタマーマーケティング準備会社は花王グループカスタマーマーケティング

㈱に商号を変更しました。併せてコンシューマープロダクツを扱う花王カスタマーマーケティング㈱、カネボウ化粧

品を扱うカネボウ化粧品販売㈱、及び店頭活動を担当する花王フィールドマーケティング㈱の戦略推進・経営管理業

務等の本社機能を担い、販売等子会社の持株会社体制へ移行しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当社グループが当四半期報告書提出日現在において合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の結果とは様々な要因により大きく異なる可能性があります。

(1)業績の状況

当社グループは、当第1四半期連結累計期間（2016年1月1日から2016年3月31日まで）より国際会計基準（IFRS）

を適用しています。また、前第1四半期連結累計期間及び前連結会計年度の財務数値についても、IFRSに組み替え

て比較分析を行っています。

売上高 営業利益

税引前

四半期

利益

四半期

利益

親会社の

所有者に帰属する

四半期利益

基本的

1株当たり

四半期利益

（億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （円）

2016年12月期

第1四半期
3,351 344 329 210 208 41.47

2015年12月期

第1四半期
3,295 227 234 121 120 23.98

増減率 1.7% 51.5% 40.5% 74.1% 73.1% 72.9%

当第1四半期連結累計期間（2016年1月1日から2016年3月31日まで）の世界の景気は、アジアの一部の新興国で弱

さがみられるものの、緩やかな回復基調にあります。日本の景気は、このところ弱さもみられますが、緩やかな回

復基調が続いています。当社グループの主要市場である日本のトイレタリー（化粧品を除くコンシューマープロダ

クツ）市場は、前年同期に対し金額では3%伸長し、消費者購入価格は前年同期を上回りました。また、日本のイン

バウンド（訪日外国人）需要を除いた化粧品市場は、2%伸長しました。

このような状況の下、当社グループは、研究開発を重視し消費者や顧客の立場にたった“よきモノづくり”に基

づき、消費者ニーズの変化に対応した高付加価値商品の発売や育成などに努めるとともに、コストダウン活動など

に取り組みました。

売上高は、前年同期に対して1.7%増の3,351億円（為替変動の影響を除く実質4.3%増）となりました。コンシュ

ーマープロダクツ事業では、日本において、市場の伸長、新製品・改良品の発売及び販売促進活動のさらなる強化

などにより、売り上げは伸長しました。海外では、昨年に引き続きアジアで売り上げを伸ばしました。ケミカル事

業では、一部の対象業界での需要減の影響を受け、減収となりました。

利益面では、日本やアジアのコンシューマープロダクツ事業の増収効果や石化原料の価格低下などにより、営業

利益は344億円（対前年同期117億円増）となり、税引前四半期利益は329億円（対前年同期95億円増）となりまし

た。四半期利益は、210億円（対前年同期90億円増）となりました。

当第1四半期の海外連結子会社等の財務諸表項目（収益及び費用）の主な為替の換算レートは、次のとおりで

す。

第1四半期

1－3月

米ドル 115.31円[119.15円]

ユーロ 127.15円[134.43円]

中国元 17.63円[ 19.11円]

注：[ ]内は前年同期の換算レート
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セグメントの業績

売上高 営業利益

第1四半期 増減率 第1四半期

増 減2015年

12月期

2016年

12月期
補正後※

2015年

12月期

2016年

12月期

（億円） （億円） (%) (%) （億円） （億円） （億円）

ビューティケア事業 1,342 1,384 3.1 5.2 (5) 68 73

ヒューマンヘルスケア事業 654 671 2.6 5.8 68 85 17

ファブリック＆ホームケア事業 679 710 4.5 6.3 101 129 28

コンシューマープロダクツ事業計 2,675 2,766 3.4 5.6 164 282 118

ケミカル事業 708 668 (5.7) (1.8) 66 65 (0)

小 計 3,384 3,433 1.5 4.1 229 347 117

調整又は消去 (88) (82) - - (2) (2) (0)

合 計 3,295 3,351 1.7 4.3 227 344 117

※「補正後」の数値は、為替変動の影響を除く実質増減率

販売実績

第1四半期 増減率

2015年12月期

（億円）

2016年12月期

（億円） （%）

補正後※

（%）

ビューティケア事業 883 940 6.4 6.4

ヒューマンヘルスケア事業 507 500 (1.3) (1.3)

ファブリック＆ホームケア事業 566 598 5.6 5.6

日本計 1,956 2,038 4.2 4.2

アジア 443 484 9.2 19.3

米 州 216 203 (6.2) (2.3)

欧 州 201 200 (0.7) 5.0

内部売上消去等 (141) (158) - -

コンシューマープロダクツ事業 計 2,675 2,766 3.4 5.6

日 本 310 295 (4.6) (4.6)

アジア 272 240 (11.6) (4.0)

米 州 124 114 (7.5) 0.8

欧 州 166 152 (8.3) (3.1)

内部売上消去等 (163) (134) - -

ケミカル事業 計 708 668 (5.7) (1.8)

小 計 3,384 3,433 1.5 4.1

調整又は消去 (88) (82) - -

合 計 3,295 3,351 1.7 4.3

※「補正後」の数値は、為替変動の影響を除く実質増減率

- 4 -



参考：所在地別の業績

参考情報として所在地別の業績を以下のとおり開示します。

売上高 営業利益

第1四半期 増減率 第1四半期

増 減2015年

12月期

2016年

12月期
補正後※

2015年

12月期

2016年

12月期

（億円） （億円） (%) (%) （億円） （億円） （億円）

日 本 2,192 2,261 3.1 3.1 134 217 84

ア ジ ア 705 717 1.6 10.8 70 90 19

米 州 339 317 (6.6) (1.2) 2 3 1

欧 州 366 351 (4.1) 1.4 22 24 2

小 計 3,603 3,646 1.2 4.1 228 334 107

調整又は消去 (308) (295) - - (0) 10 11

合 計 3,295 3,351 1.7 4.3 227 344 117

※「補正後」の数値は、為替変動の影響を除く実質増減率

なお、売上高に占める海外に所在する顧客への売上高の割合は、前年同期の38.3%から37.3%となりました。

コンシューマープロダクツ事業

売上高は、前年同期に対して3.4%増の2,766億円（為替変動の影響を除く実質5.6%増）となりました。

日本の売上高は、前年同期に対して4.2%増の2,038億円となりました。消費者の生活スタイルの変化や、環境、

健康、高齢化、衛生などの社会的課題への対応、数多くの高付加価値商品の発売、提案型販売活動の強化などに取

り組みました。

アジアの売上高は、9.2%増の484億円（為替変動の影響を除く実質19.3%増）となりました。中間所得層向け製品

の販売・育成、販売店との協働取組・卸チャネルの活用や販売地域の拡大などに努め、伸長が続いています。

米州の売上高は、6.2%減の203億円（為替変動の影響を除く実質2.3%減）となりました。スキンケア製品及びサ

ロン向け製品の売り上げは伸長しましたが、ヘアケア製品は前年同期を下回りました。

欧州の売上高は、0.7%減の200億円（為替変動の影響を除く実質5.0%増）となりました。ヘアケア製品の売り上

げが伸長しました。

営業利益は、日本のビューティケア事業、ファブリック＆ホームケア事業及びアジアでの増収効果があり、282

億円（対前年同期118億円増）となりました。

当社は、〔ビューティケア事業〕、〔ヒューマンヘルスケア事業〕、〔ファブリック＆ホームケア事業〕を総称

して、コンシューマープロダクツ事業としております。

〔ビューティケア事業〕

売上高は、前年同期に対して3.1%増の1,384億円（為替変動の影響を除く実質5.2%増）となりました。

化粧品の売り上げは、前年同期に対し5.9%増の561億円（為替変動の影響を除く実質7.3%増）となりました。日

本では、昨年発売した新製品が順調に推移し、また店頭での販売促進活動を強化したことなどにより、売り上げは

前年同期を上回りました。カウンセリング化粧品では、昨年刷新した「アルブラン」が順調に推移し、セルフ化粧

品では、「KATE TOKYO」や「アリィー」が、売り上げを伸ばしました。海外では、中国などのアジアが好調で、為

替変動の影響を除く実質の売り上げは、前年同期を上回りました。

スキンケア製品の売り上げは、前年同期を上回りました。日本では、2月に改良した「ビオレ」の洗顔料や乾燥

性敏感肌ケアの「キュレル」の売り上げが伸長し、前年同期を上回りました。アジアでは、売り上げは前年同期を

上回りました。米州では、「ビオレ」の売り上げが順調に推移し前年同期を上回りました。

ヘアケア製品の売り上げは、前年同期を下回りました。日本では、シャンプー・リンスは使いやすさと環境に配

慮した詰替え品の新容器が、消費者の支持を得たことなどにより順調にシェアを伸ばしましたが、ヘアカラーなど

を含むヘアケア製品全体では、売り上げは前年同期を下回りました。アジアや米州では、競争激化の影響などによ

り売り上げは前年同期を下回りました。欧州では、「ジョン・フリーダ」の売り上げが堅調に推移し、前年同期を

上回りました。

営業利益は、日本の増収効果と費用の効率化などにより、68億円（対前年同期73億円増）となりました。
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〔ヒューマンヘルスケア事業〕

売上高は、前年同期に対して2.6%増の671億円（為替変動の影響を除く実質5.8%増）となりました。

フード＆ビバレッジ製品の売り上げは、前年同期を下回りましたが、脂肪を消費しやすくする健康機能飲料「ヘ

ルシア」は、高濃度茶カテキンの機能訴求を強化することで、回復の兆しが見えてきました。

サニタリー製品の売り上げは、前年同期を上回りました。生理用品「ロリエ」は、日本では、ムレがこもらず肌

にやさしい「ロリエ エフ しあわせ素肌」、高い吸収力と快適なつけ心地を実現する「ロリエ スリムガード」

などの高付加価値商品のシェアが拡大し、売り上げを伸ばしました。またアジアでも、高付加価値商品が順調に売

り上げを伸ばしました。ベビー用紙おむつ「メリーズ」は、順調に売り上げを拡大しています。日本では、引き続

き増産を進めるなどの対策を講じ、店頭が正常化し始めています。また中国では、昨年に引き続き、日本からの輸

入品の売り上げが大きく伸長しました。インドネシアでも、中間所得層向けの現地生産品が、順調に売り上げを伸

ばしています。

パーソナルヘルス製品の売り上げは、前年同期を上回りました。オーラルケアでは、昨年改良した歯みがき「ピ

ュオーラ」が順調に推移し、売り上げは前年同期を上回りました。入浴剤の売り上げは、前年同期を上回りまし

た。蒸気の温熱シート「めぐりズム」の売り上げは、「蒸気でホットアイマスク」を中心に伸長しました。

営業利益は、アジアの増収効果などにより、85億円（対前年同期17億円増）となりました。

〔ファブリック＆ホームケア事業〕

売上高は、前年同期に対して4.5%増の710億円（為替変動の影響を除く実質6.3%増）となりました。

ファブリックケア製品の売り上げは、前年同期を上回りました。日本では、激しい競争環境にある衣料用洗剤

で、濃縮液体洗剤「アタックNEO抗菌EX Wパワー」を改良し、売り上げは前年同期を上回りました。柔軟仕上げ剤

では、防臭効果の高い「ハミングファイン」が定着してきたことなどにより、売り上げ、シェアともに前年同期を

上回りました。

アジアでは、売り上げは前年同期を上回りました。衣料用洗剤「アタック」は、インドネシアで、中間所得層向

け手洗い用粉末洗剤「アタックJaz1（ジャズワン）」が順調に推移し、売り上げが伸長しました。

ホームケア製品の売り上げは、前年同期を上回りました。日本では、食器用洗剤「キュキュット」は、昨年に引

き続き好調に推移しました。浴室、トイレ、キッチンなどの住居用洗剤「マジックリン」は、消臭・除菌・防汚な

どの付加価値提案を行い、売り上げが伸長しました。

営業利益は、増収効果や原材料価格の低下などにより、129億円（対前年同期28億円増）となりました。

〔ケミカル事業〕

売上高は、前年同期に対して5.7%減の668億円（為替変動の影響を除く実質1.8%減）となりました。

日本の対象業界では一部に需要減の動きがみられ、その影響を受けました。海外でも引き続き厳しい状況が続い

ています。油脂製品では原料価格が上昇傾向にあり、それに伴う販売価格の改定に努め、売り上げが伸長しまし

た。機能材料製品では、環境負荷の低減に対応した高付加価値製品の開発と販売の拡大に努めましたが、建材市場

等の市況悪化の影響を受けました。スペシャルティケミカルズ製品では、需要の停滞やパソコン市場の構造変化が

続いており、売り上げは前年同期を下回りました。

営業利益は、石化原料の価格の低下やコストダウン活動により、65億円（対前年同期0億円減）となりました。

(2)資産、負債及び資本の状況

（連結財政状態）

前連結会計年度末
当第1四半期

連結会計期間末
増 減

資産合計（億円） 13,111 12,309 (801)

負債合計（億円） 6,191 5,548 (643)

資本合計（億円） 6,920 6,761 (158)

親会社所有者帰属持分比率 51.9% 54.1% -

1株当たり親会社所有者帰属持分（円） 1,358.03 1,327.29 (30.74)

借入金・社債の残高（億円） 1,205 1,205 (1)

資産合計は、1兆2,309億円となり、前連結会計年度末に比べ801億円減少しました。主な増加は、棚卸資産78億

円、主な減少は、現金及び現金同等物434億円、営業債権及びその他の債権379億円です。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ643億円減少し、5,548億円となりました。主な減少は、営業債務及びその

他の債務173億円、未払法人所得税等183億円、その他の流動負債186億円です。

資本合計は、前連結会計年度末に比べ158億円減少し、6,761億円となりました。主な増加は、四半期利益210億

円であり、主な減少は、在外営業活動体の換算差額138億円、配当金218億円です。

以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の51.9%から54.1%となりました。
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(3)キャッシュ・フローの状況

（連結キャッシュ・フローの状況）

第1四半期連結累計期間
増 減

2015年12月期 2016年12月期

（億円） （億円） （億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 0 (16) (16)

投資活動によるキャッシュ・フロー (146) (173) (27)

フリー・キャッシュ・フロー（営業活動＋投資活動） (146) (189) (43)

財務活動によるキャッシュ・フロー 16 (204) (220)

営業活動によるキャッシュ・フローは、△16億円となりました。主な増加は、税引前四半期利益329億円、減価

償却費及び償却費139億円、営業債権及びその他の債権の増減額324億円であり、主な減少は、棚卸資産の増減額

114億円、営業債務及びその他の債務の増減額127億円、未払費用を含むその他264億円、法人所得税等の支払額303

億円です。

投資活動によるキャッシュ・フローは、△173億円となりました。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出

184億円です。

営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッシュ・フロ

ーは、△189億円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、△204億円となりました。主な内訳は、非支配持分への支払いを含めた

支払配当金204億円です。

当第1四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ434億円減少し、2,666億円となりまし

た。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5)研究開発活動

当第1四半期連結累計期間における研究開発費は、132億円であります。

なお、当第1四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

世界経済は緩やかな回復が続くことが期待されますが、米国や欧州における金融政策正常化に向けた動きの影響

や中国を始めとする新興国の経済の先行き、原油等の価格や為替変動の影響によっては、景気が下振れするリスク

も懸念されます。日本では、経済対策の効果が下支えする中、景気が緩やかに回復していくことが期待されます

が、海外景気の下振れが影響する可能性もあります。また、原材料市況や為替相場の変動も含め、不透明な事業環

境が続くことが見込まれます。

このような状況の中、当社グループは、研究開発を重視し消費者や顧客の立場にたった“よきモノづくり”を進

め、商品の高付加価値化による持続的な“利益ある成長”を目指します。そして、事業活動を通じた社会的課題の

解決への提案や社会貢献活動による“社会のサステナビリティへの貢献”との両立を図り、“グローバルで存在感

のある会社”を目指します。

運営体制については、コンシューマープロダクツ事業のグローバル一体運営を通じ、事業と機能のマトリックス

運営を強化するとともに、全社最適の観点から収益構造の改革も進めていきます。また、ケミカル事業では、原料

価格の変動に左右されない高付加価値製品の開発や、環境負荷の低減に対応したエコケミカル製品の強化などに取

り組んでいきます。

- 7 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

2016年3月31日現在

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

②【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末現在発
行数（株）

(2016年3月31日)

提出日現在発行数（株）
(2016年5月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 504,000,000 504,000,000
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 504,000,000 504,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2016年1月1日～

2016年3月31日
－ 504,000 － 85,424 － 108,889

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2015年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

2015年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,985,300
－

普通株式の内容は、上記

（1）株式の総数等②発行

済株式の「内容」の欄に

記載のとおりでありま

す。

完全議決権株式（その他）

（注）
普通株式 501,539,400 5,015,394 同上

単元未満株式 普通株式 475,300 － 同上

発行済株式総数 504,000,000 － －

総株主の議決権 － 5,015,394 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,700株含まれ

ております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数57個が含まれてお

ります。

②【自己株式等】

2015年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（%）

花王株式会社
東京都中央区日本橋

茅場町一丁目14番10号
1,985,300 － 1,985,300 0.39

計 ── 1,985,300 － 1,985,300 0.39

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、四半期連結財務諸表規則）第1条の2に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすこ

とから、同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、IAS第34号）に準拠して作成してお

ります。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（2016年1月1日から2016年3月

31日まで）及び第1四半期連結累計期間（2016年1月1日から2016年3月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適

正に作成することができる体制の整備について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成

することができる体制の整備を行っております。その内容は以下のとおりであります。

(1）公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーや参考図書によって理解を深め、会計基準等の変更等につ

いて的確に対応することができる体制を整備しております。また、適正な連結財務諸表等を作成するため、社

内規程、マニュアルを整備するとともに、所定の手続きにより作成された連結財務諸表等の内容について、内

部統制委員会の中に情報開示委員会を設け、事前審査しております。

(2）IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の

把握を行っております。またIFRSに基づく適正な連結財務諸表等を作成するために、IFRSに準拠したグループ

会計方針を作成し、それに基づいた会計処理を行っております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

移行日
（2015年1月1日）

前連結会計年度
（2015年12月31日）

当第1四半期
連結会計期間

（2016年3月31日）

注記 百万円 百万円 百万円

資産

流動資産

現金及び現金同等物 6,14 228,967 309,922 266,556

営業債権及びその他の債権 212,742 210,707 172,772

棚卸資産 151,876 151,271 159,107

未収法人所得税 1,261 2,077 2,631

その他の金融資産 14 4,034 5,065 3,660

その他の流動資産 47,299 38,005 40,157

小計 646,179 717,047 644,883

売却目的で保有する非流動資産 - 1,330 1,330

流動資産合計 646,179 718,377 646,213

非流動資産

有形固定資産 7 319,282 337,997 336,999

のれん 138,751 138,251 136,698

無形資産 23,626 15,705 14,290

持分法で会計処理されている投資 3,544 4,209 3,316

その他の金融資産 14 26,088 29,339 27,308

その他の非流動資産 7,966 17,732 16,571

繰延税金資産 61,194 49,454 49,538

非流動資産合計 580,451 592,687 584,720

資産合計 1,226,630 1,311,064 1,230,933
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移行日
（2015年1月1日）

前連結会計年度
（2015年12月31日）

当第1四半期
連結会計期間

（2016年3月31日）

注記 百万円 百万円 百万円

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 193,460 206,760 189,504

社債及び借入金 14 21,422 339 10,303

未払法人所得税等 28,283 32,184 13,905

その他の金融負債 14 5,765 6,929 5,019

引当金 33,360 16,772 11,172

その他の流動負債 123,916 125,422 106,786

流動負債合計 406,206 388,406 336,689

非流動負債

社債及び借入金 14 80,188 120,207 110,193

退職給付に係る負債 77,895 75,706 73,369

その他の金融負債 14 12,813 11,817 11,588

引当金 5,296 17,704 17,837

その他の非流動負債 5,411 4,919 4,808

繰延税金負債 433 318 304

非流動負債合計 182,036 230,671 218,099

負債合計 588,242 619,077 554,788

資本

資本金 85,424 85,424 85,424

資本剰余金 109,561 108,659 108,659

自己株式 (9,719) (8,202) (7,619)

その他の資本の構成要素 7,601 (4,184) (19,137)

利益剰余金 431,975 499,299 498,444

親会社の所有者に帰属する持分合計 624,842 680,996 665,771

非支配持分 13,546 10,991 10,374

資本合計 638,388 691,987 676,145

負債及び資本合計 1,226,630 1,311,064 1,230,933
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（２）【要約四半期連結損益計算書】

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

注記 百万円 百万円

売上高 5 329,549 335,092

売上原価 (156,001) (150,348)

売上総利益 173,548 184,744

販売費及び一般管理費 9 (151,032) (150,552)

その他の営業収益 10 3,212 2,914

その他の営業費用 11 (2,987) (2,657)

営業利益 5 22,741 34,449

金融収益 12 822 362

金融費用 12 (605) (2,508)

持分法による投資利益 470 624

税引前四半期利益 23,428 32,927

法人所得税 (11,342) (11,880)

四半期利益 12,086 21,047

四半期利益の帰属

親会社の所有者 12,020 20,801

非支配持分 66 246

四半期利益 12,086 21,047

1株当たり四半期利益

基本的1株当たり四半期利益（円） 13 23.98 41.47

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 13 23.95 41.43
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

百万円 百万円

四半期利益 12,086 21,047

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる金融資産の純変動
1,193 (860)

確定給付負債（資産）の純額の再測定 (374) (468)

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
76 (162)

純損益に振り替えられることのない項目合計 895 (1,490)

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 (7,776) (13,896)

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変

動額の有効部分
12 -

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
(13) (13)

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 (7,777) (13,909)

税引後その他の包括利益 (6,882) (15,399)

四半期包括利益 5,204 5,648

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 5,614 5,524

非支配持分 (410) 124

四半期包括利益 5,204 5,648
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権
在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の変動額の有
効部分

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産の純変動

注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2015年1月1日残高 85,424 109,561 (9,719) 980 - (4) 6,625

四半期利益 - - - - - - -

その他の包括利益 - - - - (7,299) (2) 1,270

四半期包括利益 - - - - (7,299) (2) 1,270

自己株式の処分 - - 812 (100) - - -

自己株式の取得 - - (14) - - - -

配当金 8 - - - - - - -

子会社に対する所有

者持分の変動
- (902) - - - - -

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

- - - - - - (7)

その他 - - - - - - -

所有者との取引等合計 - (902) 798 (100) - - (7)

2015年3月31日残高 85,424 108,659 (8,921) 880 (7,299) (6) 7,888

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計確定給付負債
（資産）の純
額の再測定

合計

注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2015年1月1日残高 - 7,601 431,975 624,842 13,546 638,388

四半期利益 - - 12,020 12,020 66 12,086

その他の包括利益 (375) (6,406) - (6,406) (476) (6,882)

四半期包括利益 (375) (6,406) 12,020 5,614 (410) 5,204

自己株式の処分 - (100) (163) 549 - 549

自己株式の取得 - - - (14) - (14)

配当金 8 - - (18,039) (18,039) (931) (18,970)

子会社に対する所有

者持分の変動
- - - (902) (334) (1,236)

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

375 368 (368) - - -

その他 - - - - (31) (31)

所有者との取引等合計 375 268 (18,570) (18,406) (1,296) (19,702)

2015年3月31日残高 - 1,463 425,425 612,050 11,840 623,890
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当第1四半期連結累計期間（自 2016年1月1日 至 2016年3月31日）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権
在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の変動額の有
効部分

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産の純変動

注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2016年1月1日残高 85,424 108,659 (8,202) 902 (13,513) (3) 8,430

四半期利益 - - - - - - -

その他の包括利益 - - - - (13,783) (4) (1,022)

四半期包括利益 - - - - (13,783) (4) (1,022)

自己株式の処分 - - 587 (65) - - -

自己株式の取得 - - (4) - - - -

配当金 8 - - - - - - -

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

- - - - - - (79)

その他 - - - - - - -

所有者との取引等合計 - - 583 (65) - - (79)

2016年3月31日残高 85,424 108,659 (7,619) 837 (27,296) (7) 7,329

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計確定給付負債
（資産）の純
額の再測定

合計

注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2016年1月1日残高 - (4,184) 499,299 680,996 10,991 691,987

四半期利益 - - 20,801 20,801 246 21,047

その他の包括利益 (468) (15,277) - (15,277) (122) (15,399)

四半期包括利益 (468) (15,277) 20,801 5,524 124 5,648

自己株式の処分 - (65) (206) 316 - 316

自己株式の取得 - - - (4) - (4)

配当金 8 - - (21,061) (21,061) (710) (21,771)

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

468 389 (389) - - -

その他 - - - - (31) (31)

所有者との取引等合計 468 324 (21,656) (20,749) (741) (21,490)

2016年3月31日残高 - (19,137) 498,444 665,771 10,374 676,145
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

注記 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 23,428 32,927

減価償却費及び償却費 13,691 13,950

受取利息及び受取配当金 (242) (287)

支払利息 350 432

持分法による投資損益（益） (470) (624)

有形固定資産及び無形資産除売却損益（益） 563 619

営業債権及びその他の債権の増減額（増加） 35,308 32,398

棚卸資産の増減額（増加） (6,771) (11,395)

営業債務及びその他の債務の増減額（減少） (13,648) (12,652)

退職給付に係る負債の増減額（減少） (645) (1,560)

その他 (23,007) (26,371)

小計 28,557 27,437

利息の受取額 246 295

配当金の受取額 1,052 1,387

利息の支払額 (404) (382)

法人所得税等の支払額 (29,436) (30,300)

営業活動によるキャッシュ・フロー 15 (1,563)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 336 1,502

有形固定資産の取得による支出 (13,773) (18,430)

無形資産の取得による支出 (1,336) (773)

その他 126 369

投資活動によるキャッシュ・フロー (14,647) (17,332)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（減少） 266 (32)

長期借入による収入 40,000 0

長期借入金の返済による支出 (20,015) (19)

支払配当金 (16,818) (19,721)

非支配持分への支払配当金 (892) (701)

その他 (946) 83

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,595 (20,390)

現金及び現金同等物の増減額（減少） (13,037) (39,285)

現金及び現金同等物の期首残高 6 228,967 309,922

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響 (2,530) (4,081)

現金及び現金同等物の四半期末残高 6 213,400 266,556
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【要約四半期連結財務諸表に関する注記事項】

１．報告企業

花王株式会社（以下、当社）は、日本の会社法に基づいて設立された株式会社であり、本社は東京都中央区

に所在しております。

当社及びその子会社（以下、当社グループ）は、化粧品、スキンケア製品、ヘアケア製品、サニタリー製

品、ファブリックケア製品等の一般消費財及び油脂アルコールや界面活性剤等の化学品を製造し、当社グルー

プの販売会社や取引先等の国内外のネットワークを通じて、製品をお客様へお届けすることを主な事業として

おります。その詳細については、注記「５．セグメント情報」に記載しております。

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第1条の2の「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

当社グループは、2016年12月31日に終了する連結会計年度の第1四半期からIFRSを初めて適用しており、

この要約四半期連結財務諸表が、当社グループがIFRSに従って作成する最初の要約四半期連結財務諸表であ

ります。IFRSへの移行日（以下、移行日）は2015年1月1日であり、当社グループはIFRSへの移行にあたり、

IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」（以下、IFRS第1号）を適用しております。移行日及び比較会計

期間において、IFRSへの移行が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える

影響は、注記「16．初度適用」に記載しております。

(2）測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、注記「３．重要な会計方針」に記載のとおり、公正価値で測

定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しております。

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円

未満を四捨五入して表示しております。

３．重要な会計方針

IFRS第1号の規定により認められた免除規定及び強制的な例外規定、早期適用したIFRS第9号「金融商品」

（2009年11月公表、2014年7月改訂）（以下、IFRS第9号）を除き、当社グループの会計方針は2016年3月31日現

在で強制適用が要求されるIFRSに基づいて作成しております。

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、本要約四半期連結財務諸表（移行日の連結財

政状態計算書を含む）に記載されているすべての期間について、特段の記載があるものを除き、同一の会計方

針が適用されております。

(1）連結の基礎

① 子会社

子会社とは、当社により支配されているすべての事業体であります。支配とは、投資先への関与により

生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ投資先に対するパワーにより当該リ

ターンに影響を及ぼす能力を有している場合をいいます。

子会社の財務諸表は、当社が支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、当社の連結財務諸表に含ま

れております。

当社及び子会社間の債権債務残高及び内部取引高、並びに当社及び子会社間の取引から発生した未実現

損益は、連結財務諸表の作成に際して消去しております。

子会社持分の割合が変動した際、支配が継続する場合には、資本取引として会計処理しております。非

支配持分の調整額と対価の公正価値との差額は、当社グループに帰属する持分として資本の部に直接認識

されております。

子会社の非支配持分は、当社グループの持分とは別個に識別されております。子会社の包括利益につい

ては、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支配持分に帰属させておりま

す。

子会社の決算日はすべて当社と同じ決算日であります。
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② 関連会社

関連会社とは、当社がその財務及び営業の方針の決定に対して重要な影響力を有しているものの、支配

をしていない企業をいいます。当社が他の企業の議決権の20%以上50%以下を直接又は間接的に保有する場

合、当社は当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。保有する議決権が20%未満で

あっても、財務及び営業の方針の決定に重要な影響力を行使しうる会社も関連会社に含めております。

関連会社への投資は、取得時には取得原価で認識され、当社が重要な影響力を有することとなった日か

らその影響力を喪失する日まで、持分法によって会計処理しております。

関連会社に対する投資には、取得に際して認識されたのれん（減損損失累計額控除後）が含まれており

ます。

関連会社の決算日は一部当社と異なっております。決算日の異なる関連会社については、当社決算日に

おいて、仮決算を実施しております。

(2）企業結合

企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と交換に移転した資

産、当社に発生した被取得企業の旧所有者に対する負債及び当社が発行した資本持分の取得日公正価値の合

計額として測定されます。

被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定しております。

・繰延税金資産・負債及び従業員給付契約に関連する資産・負債は、それぞれIAS第12号「法人所得税」及

びIAS第19号「従業員給付」に従って認識及び測定しております。

・IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って取得日に売却目的保有に分類され

た取得した非流動資産又は処分グループは、当該基準書に従って測定しております。

・被取得企業の株式に基づく報酬取引に係る負債もしくは資本性金融商品、又は被取得企業の株式に基づ

く報酬取引の当社の株式に基づく報酬取引への置換えに係る負債もしくは資本性金融商品は、IFRS第2号

「株式に基づく報酬」に従って測定しております。

取得対価が取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日公正価値の正味の金額を超過する場合

は、連結財政状態計算書においてのれんとして認識しております。反対に下回る場合には、直ちに連結損益

計算書において収益として認識しております。

仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する費用は、発生時

に費用処理しております。

非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しているため、当該取引からのれんは認識し

ておりません。

共通支配下における企業結合取引、すなわち、すべての結合企業又は結合事業が最終的に企業結合の前後

で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的ではない企業結合取引については、帳簿価額に基づき会

計処理しております。

(3）外貨換算

① 機能通貨及び表示通貨

当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としております。またグルー

プ内の各社は、それぞれ独自の機能通貨を定めており、各社の取引はその機能通貨により測定しておりま

す。

② 外貨建取引

外貨建取引は、取引日における直物為替レート、又はそれに近似するレートにより機能通貨に換算して

おります。

報告日において、外貨建の貨幣性項目は、決算日の為替レートにより機能通貨に換算しております。取

得原価で測定している外貨建非貨幣性項目は、取得日の為替レートにより機能通貨に換算しております。

公正価値で測定している外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートにより機能通

貨に換算しております。当該換算及び決済により生じる換算差額は純損益として認識しております。ただ

し、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じ

る換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

③ 在外営業活動体の財務諸表

在外営業活動体の資産及び負債については決算日の為替レート、収益及び費用については当該期間中の

為替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートを用いて換算しております。在外営業活動

体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外営業活動体

の累積換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益に振り替えられます。
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(4）金融商品

当社グループはIFRS移行日より、IFRS第9号を早期適用しております。

① 金融資産

（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、営業債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融資産は当

該金融資産の契約当事者となった取引日に当初認識しております。

当初認識時において、すべての金融資産は公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正価

値で測定される金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引

費用を加算した金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定される金融資産の取引費用

は、純損益に認識しております。

（ⅱ）分類及び事後測定

当社グループは、保有する金融資産を、(a）償却原価で測定される金融資産、(b）その他の包括利

益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産、(c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる資本性金融資産、(d）純損益を通じて公正価値で測定される金融資産のいずれかに分類しており

ます。この分類は、当初認識時に決定しており、金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて

以下のとおり測定しております。

(a）償却原価で測定される金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測

定される金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデ

ルの中で保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが所定の日に生じる。

当初認識後、償却原価で測定される金融資産については実効金利法を用いて算定し、必要な場合

には減損損失を控除しております。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得又は損

失は、当期の純損益に認識しております。

(b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、その他の包括

利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの中で

保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが所定の日に生じる。

(c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産

当社グループは、一部の資本性金融商品については、公正価値の事後の変動をその他の包括利益

に表示するという取消不能な選択を行っており、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される

資本性金融資産に分類しております。

当該金融資産は、当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括利益に含めて

認識しております。投資を処分した場合、もしくは公正価値が著しく低下した場合に、その他の包

括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額をその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り

替えております。

なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産からの配当金については、金融

収益として純損益に認識しております。

(d）純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

上記の償却原価で測定される金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される負

債性金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産以外の金融資産

は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類しております。当社グループの純損益を

通じて公正価値で測定される金融資産としては、短期投資、デリバティブ資産等が該当します。な

お、当社グループは、当初認識時において、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産とし

て、取消不能の指定を行ったものはありません。

当該金融資産は、当初認識後、公正価値で測定しその変動は純損益で認識しております。また、

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に係る利得又は損失は、純損益に認識しておりま

す。

- 20 -



（ⅲ）金融資産の減損

償却原価で測定される金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に対し

て貸倒引当金を認識しております。

当社グループは、各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大した

かどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る

貸倒引当金を12か月の予想信用損失と同額で測定しております。一方で、金融商品に係る信用リスク

が当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想信用

損失と同額で測定しております。

ただし、営業債権等については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しておりま

す。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積ります。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・報告日時点で過大なコスト又は労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況、並びに将

来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益で認識しております。

減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻

入れております。

（ⅳ）金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は

当社グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを

移転する場合にのみ金融資産の認識を中止しております。

② 金融負債

（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、社債及び借入金等はその発行日に、その他の金融負債は、取引日に当初認識して

おります。

当初認識時において、すべての金融負債は公正価値で測定しておりますが、償却原価で測定される

金融負債については、公正価値から直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債の取引費用は、純損益に認識しております。

（ⅱ）分類及び事後測定

当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定される金融負債と償却原価で

測定される金融負債のいずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。

金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

当社グループの純損益を通じて公正価値で測定される金融負債としては、デリバティブ負債が該当

します。当初認識時において純損益を通じて公正価値で測定される金融負債として、取消不能の指定

を行ったものはありません。純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、当初認識後、公正価

値で測定し、その変動については当期の純損益として認識しております。

償却原価で測定される金融負債については、当初認識後、実効金利法による償却原価で測定してお

ります。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得又は損失については、当期の純損益

に認識しております。

（ⅲ）金融負債の認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅した時すなわち、債務が履行された時、契約中に特定された債務

が免責、取消し又は失効となった時に、金融負債の認識を中止しております。

③ 金融資産と金融負債の相殺

金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、かつ純額

で決済するか、又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合にのみ相殺し、連結

財政状態計算書において純額で表示しております。
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④ 金融商品の公正価値

公正価値で測定される金融商品は、さまざまな評価技法やインプットを使用して算定しております。公

正価値の測定に用いた評価技法へのインプットの観察可能性に応じて算定した公正価値を以下の3つのレベ

ルに分類しております。

レベル1・・・同一の資産又は負債に関する活発な市場における公表市場価格により測定した公正価値

レベル2・・・レベル1以外の、資産又は負債について、直接又は間接的に観察可能なインプットにより

測定した公正価値

レベル3・・・資産又は負債についての観察可能な市場データに基づかないインプットにより測定した公

正価値

⑤ ヘッジ会計

当社グループは、金利リスクの回避又は軽減を目的として、金利スワップ等のデリバティブ取引を利用

しております。当社グループは、ヘッジ関係の開始時に、ヘッジ関係並びにヘッジの実行に関する企業の

リスク管理目的及び戦略の公式な指定と文書化を行っております。当該文書には、ヘッジ手段、ヘッジ対

象、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジ関係がヘッジ有効性の要求を満たしているかどうかを判定す

る方法を記載しております。また当社グループでは、ヘッジ関係の開始時、及び継続的に、ヘッジ関係が

ヘッジ有効性の要求を満たしているかどうかを評価しております。継続的な判定は、各決算日又はヘッジ

有効性の要求に影響を与える状況の重大な変化があった時のいずれか早い方において実施しております。

当社グループのリスク管理方針に従い、金利リスクに関してヘッジ会計に関する適格要件を満たすデリ

バティブ取引は、キャッシュ・フロー・ヘッジを適用し、以下のように会計処理を行っております。

キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として指定されたデリバティブは、変動金利付き金融負債を

固定金利付き金融負債に変換する金利スワップです。キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定したデリバ

ティブの公正価値の変動額の有効部分は、ヘッジ対象取引が実行され純損益に認識されるまで、その他の

資本の構成要素として認識しております。その他の資本の構成要素に認識されたデリバティブ関連の損益

は対応するヘッジ対象取引が純損益に認識された時点で純損益に振り替えております。ただし、デリバテ

ィブの公正価値の変動額のうち、ヘッジの非有効部分は直ちに純損益として認識しております。

ヘッジ関係が適格要件を満たさなくなった場合にのみ、将来に向かってヘッジ会計を中止しておりま

す。これには、ヘッジ手段が消滅、売却、終了又は行使となった場合を含んでおります。

なお、当社グループでは公正価値ヘッジ及び在外営業活動体に対する純投資ヘッジは行っておりませ

ん。

(5）現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されてお

ります。

現金同等物には、譲渡性預金、定期預金、コマーシャルペーパー、公社債投信、金銭の信託等を含めてお

ります。

(6）棚卸資産

棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で測定しております。正味実現可能価額は、通常

の事業の過程における見積売価から、完成までに要する原価の見積額及び販売に要する費用の見積額を控除

した額であります。原価は、購入原価、加工費、現在の場所及び状態に至るまでに発生したすべての費用を

含んでおり、主として総平均法に基づいて算定しております。
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(7）有形固定資産

有形固定資産の測定は原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び敷地の原状回復費用の当初見積額が含ま

れております。

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上され

ております。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

・建物及び構築物 10－35年

・機械装置及び運搬具 7－14年

・工具器具及び備品 3－10年

見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各連結会計年度末に再検討し、変更が必要となった場合

は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

なお、当社グループは、当第1四半期連結累計期間より、見積耐用年数を変更しております。詳細は、注記

「４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 (2）有形固定資産の耐用年数」に記載しております。

(8）のれん及び無形資産

① のれん

のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上されます。

なお、のれんの当初認識時における測定は、注記「３．重要な会計方針 (2）企業結合」に記載してお

ります。

② 無形資産

無形資産の測定は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で

計上しております。

個別に取得した無形資産の取得原価は、資産の取得に直接起因する費用を含めて測定しております。

企業結合において取得した無形資産の取得原価は、取得日現在における公正価値で測定しております。

自己創設の無形資産については、資産化の要件を満たす開発費用を除き、その支出額はすべて発生した

期の費用として認識しております。資産化の要件を満たす開発費用は、ソフトウェアのみになります。

当初認識後は、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法

で償却されております。

主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。なお、耐用年数を確定できない無形資産は

ありません。

・商標権 10年

・ソフトウエア 5年

見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各連結会計年度末に再検討し、変更が必要な場合は、会計上

の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

③ 研究開発費

研究関連支出については、発生時に費用認識しております。開発関連支出については、信頼性をもって

測定することができ、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当

該資産を使用又は販売する意図及びそのための十分な資源を有している場合にのみ資産計上しておりま

す。なお、研究関連支出と開発関連支出が明確に区分できない場合には、研究関連支出として発生時に費

用認識しております。

(9）リース

資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを当社グループに移転するリース取引はファイナン

ス・リースに分類し、それ以外の場合にはオペレーティング・リースに分類しております。

ファイナンス・リース取引においては、リース資産及びリース負債はリース開始日に算定したリース物件

の公正価値又は最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で当初認識しております。

リース資産は、見積耐用年数又はリース期間のいずれか短い方の期間にわたって定額法により減価償却し

ております。支払リース料は、利息法に基づき、金融費用とリース債務の返済額とに配分しております。

オペレーティング・リース取引においては、リース料支払額はリース期間にわたって定額法により費用と

して認識しております。

契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、IFRIC（解釈指針）第4

号「契約にリースが含まれているか否かの判断」に従い、契約の実質に基づき判断しております。
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(10)投資不動産

投資不動産は、賃貸収益もしくは資本増価又はその両方を目的として保有する不動産であります。

投資不動産の測定は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。

(11)非金融資産の減損

棚卸資産、繰延税金資産、売却目的で保有する非流動資産及び従業員給付から生じる資産を除く非金融資

産は、各報告日において、資産が減損している可能性を示す兆候があるか否かを検討しております。減損の

兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれんについては、減損の兆候の有

無に係らず、連結会計年度末までに最低年に一度、回収可能価額を見積っております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいずれか高い方の

金額としております。資産の使用価値の算定に適用する割引率は、貨幣の時間価値及び当該資産に固有のリ

スクのうち、それについて将来キャッシュ・フローの見積りを調整していないものに関する現在の市場評価

を反映した税引前の割引率としております。

個別資産の回収可能価額の見積りが可能でない場合には、当該資産が属する資金生成単位の回収可能価額

を算定しております。企業結合により取得したのれんは、取得日以降、企業結合のシナジーから便益を得る

と見込まれる当社グループの資金生成単位又は資金生成単位グループに配分して減損テストを行っておりま

す。

全社資産は別個のキャッシュ・インフローを発生させないため、個別の全社資産の回収可能価額は算定で

きません。全社資産に減損の兆候がある場合、当該資産の処分を決定している場合を除き、全社資産が属す

る資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額と比較しております。

減損損失は、見積回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に損失として認識しております。資金生成単位又

は資金生成単位グループに関連して認識した減損損失は、最初に、当該資金生成単位又は資金生成単位グル

ープに配分したのれんの帳簿価額を減額し、次に、当該単位内の各資産の帳簿価額に基づいた比例按分によ

り、当該単位の中の他の資産に配分しております。

当社グループは、連結会計年度の末日において、過去の期間にのれん以外の資産について認識した減損損

失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候があるかどうかを検討しております。そのよう

な兆候が存在する場合には、当社グループは当該資産の回収可能価額を見積っております。

過去の期間において、のれん以外の資産について認識した減損損失は、最後の減損損失を認識した以後に

当該資産の回収可能価額の算定に用いた見積りに変更があった場合にのみ、戻入れをしております。この場

合には、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで、減損損失の戻入れとして増額しております。

減損損失の戻入れは、過去の期間において当該資産について認識した減損損失がなかったとした場合の償

却又は減価償却控除後の帳簿価額を上限としております。

(12)従業員給付

① 退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営しております。

当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測

単位積増方式を用いて各制度ごとに個別に算定しております。

割引率は、将来の給付支払見込日までの期間に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算

定しております。

確定給付制度については、確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を、負債又は資

産として計上しております。ただし、確定給付制度が積立超過である場合は、確定給付資産の純額は、制

度からの返還又は制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値を資産上限額としてお

ります。また、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は金融費用（金融収益）として純損益に認識

しております。

確定給付負債（資産）の純額の再測定は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直

ちに利益剰余金に振り替えております。

過去勤務費用は、発生した期の純損益として処理しております。

確定拠出型の退職給付に係る掛金は、従業員が勤務を提供した時点で費用として認識しております。

② その他の従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、従業員が関連するサービスを提供した時点で費用とし

て認識しております。

賞与については、それらの支払を行う現在の法的債務もしくは推定的債務を有しており、信頼性のある

見積りが可能な場合に、支払われると見積られる額を負債として認識しております。
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有給休暇費用は累積型有給休暇制度に係る法的債務又は推定的債務を有し、信頼性のある見積りが可能

な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として認識しております。

(13)株式に基づく報酬

当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、ストック・オプション制度を採用しております。

ストック・オプションは、付与日における公正価値によって見積り、最終的に権利確定すると予想される

ストック・オプションの数を考慮した上で、権利確定期間にわたってその額を費用並びにその他の資本の構

成要素の増加として、認識しております。付与されたオプションの公正価値は、オプションの諸条件を考慮

し、ブラック・ショールズモデルを用いて算定しております。

また、条件については定期的に見直し、必要に応じて権利確定数の見積りを修正しております。

(14)引当金

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務

を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について信頼

性のある見積りができる場合に認識しております。

引当金として認識した金額は決算日における現在の債務を決済するために要する支出に関して、リスク及

び不確実性を考慮に入れた最善の見積りであります。貨幣の時間価値の影響が重要な場合には、引当金は債

務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で測定しております。

(15)収益

当社グループは、化粧品、スキンケア製品、ヘアケア製品、サニタリー製品、ファブリックケア製品等の

一般消費財及び、油脂アルコールや界面活性剤等の化学品の販売を行っております。このような物品の販売

からの収益は、物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を当社グループが買手に移転し、販売された物

品に対する継続的な関与及び実質的支配を保持せず、将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が

高く、当該便益及びそれに対応する原価を信頼性を持って測定可能である場合に認識しており、通常は物品

の引渡し時となります。また、収益は、受領した又は受領可能な対価の公正価値から、値引き、割戻及び消

費税等の税金を控除した金額で測定しております。

(16)政府補助金

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、補助金を受領することに合理的な保証が得られる

場合に、公正価値で測定し認識しております。収益に関する補助金は、費用の発生と同じ連結会計年度に収

益として認識しております。資産に関する補助金は、当該補助金の金額を資産の取得原価から控除してお

り、減価償却費の減額として当該償却資産の耐用年数にわたって規則的かつ合理的な基準により純損益とし

て認識しております。

(17)法人所得税

法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及

び直接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、純損益として認識しております。

① 当期税金

当期税金は、税務当局に納付又は税務当局から還付されると予想される額で算定しております。税額の

算定にあたっては、当社グループが事業活動を行い、課税対象となる損益を稼得する国において、連結会

計年度末日までに制定され、又は実質的に制定されている税率及び税法に基づいております。

② 繰延税金

繰延税金資産及び負債は、決算日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差

異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して認識しております。

繰延税金資産は将来減算一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、将来の課税所得により利用

できる可能性が高い範囲内で認識され、繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について認

識されております。

繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の一部又は全部の便益を実現させるのに十分な

課税所得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。未認識の繰延税金

資産は毎期再評価され、将来の課税所得が、繰延税金資産の回収を可能にする可能性が高くなった範囲

で、当社グループは過去に未認識であった繰延税金資産を認識しております。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

・のれんの当初認識から生じる将来加算一時差異

・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引によって発生する

資産及び負債の当初認識により生じる一時差異
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・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期をコントロー

ルでき、かつ予測可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な期間内に一時差異が解

消されない可能性が高い場合

繰延税金資産及び負債は、連結会計年度末日までに制定され、又は実質的に制定されている税率及び税

法に基づいて、当該資産が実現する期又は負債が決済される期に適用されると予想される税率によって算

定されます。

繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法的強制力のある権利を有し、かつ

同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。

当社及び一部の子会社は、連結納税制度を適用しております。

なお、四半期の法人所得税は、見積年次実効税率を基に算定しております。

(18)1株当たり当期利益

基本的1株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、その期間の自己株式を調整した発

行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後1株当たり当期利益は、希薄化効果を有

するすべての潜在株式の影響を調整して計算しております。

(19)売却目的で保有する非流動資産

継続的使用ではなく主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループのうち、1年以内に売却す

る可能性が非常に高く、かつ現在の状態で即時に売却可能で、当社グループの経営者が売却計画の実行を確

約している場合には、売却目的で保有する非流動資産又は処分グループとして分類しております。売却目的

保有に分類されている間又は売却目的保有に分類されている処分グループの一部である間は、非流動資産は

減価償却又は償却は行わず、売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループを、帳簿価額と売却費

用控除後の公正価値のうち、いずれか低い方の金額で測定しております。

(20)資本及びその他の資本項目

① 普通株式

普通株式は、発行価額を資本金及び資本剰余金に認識しております。また、株式発行費用は発行価額か

ら控除しております。

② 自己株式

自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。当社の自己株式の購入、売却又は消却に

おいて、利得又は損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と売却時の対価との差額は、資本として認

識しております。

(21)配当金

当社の株主に対する配当のうち、期末配当は当社の株主総会により決議された日、中間配当は取締役会に

より決議された日の属する期間の負債として認識しております。

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに報告日現在の偶発事

象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおります。これらの見積り及び仮定は過去の実績及び報

告日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。し

かし、その性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は経営者により継続して見直しております。会計上の見積り及び仮定の見直

しによる影響は、その見積りを見直した期間及びそれ以降の期間において認識しております。

見積り及び仮定のうち、当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える事項

は、以下のとおりであります。

(1）有形固定資産、のれん及び無形資産の減損

当社グループは、有形固定資産、のれん及び無形資産について、資産又は資金生成単位の回収可能価額が

帳簿価額を下回る兆候がある場合には、減損テストを実施しております。

減損テストを実施する契機となる重要な要素には、過去あるいは将来見込まれる経営成績に対する著しい

実績の悪化、取得した資産の用途の著しい変更又は事業戦略全体の変更などが含まれます。
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さらに、のれんについては、のれんを配分した資金生成単位の回収可能価額がその帳簿価額を下回ってい

ないことを確認するため、減損の兆候の有無に係わらず、連結会計年度末までに、最低年に一度減損テスト

を実施しております。

減損テストは、資産又は資金生成単位の帳簿価額と回収可能価額を比較することにより実施し、回収可能

価額が帳簿価額を下回る場合には、その回収可能価額まで帳簿価額を減額し、減損損失を認識することとな

ります。回収可能価額は、資産又は資金生成単位の処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金

額を使用しております。

使用価値の算定にあたっては、資産の残存耐用年数や将来のキャッシュ・フロー、割引率、成長率等につ

いて一定の仮定を設定しております。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりま

すが、将来の事業計画や経済条件等の変化によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場

合、翌四半期以降の要約四半期連結財務諸表において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

(2）有形固定資産の耐用年数

当社グループは、機械装置を中心とした積極的な設備投資を実施していく中で、製造コストの比較がで

き、生産拠点の最適化等をグローバルレベルで検討することが経営管理面からの重要課題の一つと認識して

おります。

そのため、2016年1月から固定資産システムをグローバルに統一しました。これを契機にして、当第1四半

期連結累計期間から機械装置の耐用年数についても、グローバルな生産体制に見合った使用実態を反映した

見積耐用年数（設備の種類に応じて主として9年と10年）に統一することと致しました。この見積りの変更に

よる要約四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

(3）引当金

当社グループは、化粧品関連損失引当金、返品調整引当金及び資産除去引当金等の引当金を要約四半期連

結財政状態計算書に認識しております。

これらの引当金として認識する金額は、報告日における過去の実績等を考慮に入れた、現在の債務を決済

するために必要となる支出の最善の見積りです。

化粧品関連損失引当金は、補償関連費用等の変化によって影響を受ける可能性があります。

返品調整引当金は、製品の生産・販売中止の計画等によって影響を受ける可能性があります。

また、資産除去引当金等は、将来の事業計画等状況の変化によって影響を受ける可能性があります。

実際の支払額が見積りと異なった場合、翌四半期以降の要約四半期連結財務諸表において認識する金額に

重要な影響を与える可能性があります。

(4）法人所得税

当社グループは、各国の税務当局に納付すると予想される金額を、報告日までに制定され、又は実質的に

制定されている税率及び税法を使用して、合理的に見積り、未払法人所得税等及び法人所得税を認識及び測

定しております。

未払法人所得税等及び法人所得税の算定に際しては、当社グループ及び管轄税務当局による税法規定の解

釈や過去の税務調査の経緯など、様々な要因について見積り及び判断が必要となります。

そのため、最終税額が当初に認識した金額と異なる場合には、その差額は税額が決定する期間に認識して

おります。

また、繰延税金資産は、将来減算一時差異、繰越欠損金及び未使用の繰越税額控除について、将来の課税

所得により利用できる可能性が高い範囲内で認識しており、報告日までに制定され、又は実質的に制定され

ている税率及び税法に基づいて、当該資産が実現する期に適用されると予想される税率を用いて、その回収

可能性を算定しております。

この認識及び測定においては、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の事業計画

等状況の変化や関連法令の改正・公布によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌

四半期以降の要約四半期連結財務諸表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

(5）公正価値

当社グループは、特定の資産及び負債の公正価値を見積るために、観察可能な市場データに基づかないイ

ンプットを含むさまざまなインプット及び評価技法を使用しております。公正価値の測定に際しては、関連

性のある観察可能なインプットの使用を最大限にし、観察可能でないインプットの使用を最小限にしており

ますが、その過程において経営者の見積り及び判断が必要となります。
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これらは経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、経済状況の変化によるインプットの変

化等により影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌四半期以降の要約四半期連結財務諸

表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

公正価値で測定される主な金融資産及び負債の測定方法及び金額については、注記「14．金融商品」に記

載しております。

また当社グループでは初度適用にあたって一部の有形固定資産の取得原価についてはIFRS第1号の免除規定

を採用し、みなし原価を適用しておりますが、それらの公正価値の測定方法及び金額については、注記

「16．初度適用」に記載しております。

(6）偶発事象

偶発事象は、報告日におけるすべての利用可能な証拠を勘案し、その発生可能性及び金額的影響を考慮し

た上で、将来の事業に重要な影響を及ぼしうる項目がある場合には開示しております。

５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。なお、取締役会は、売上高及び営業利益を主要な指標として、各セグメントの業績

評価を行っております。

当社グループは、ビューティケア事業、ヒューマンヘルスケア事業、ファブリック＆ホームケア事業（総

称して、コンシューマープロダクツ事業）及びケミカル事業の4つの事業ユニットを基本にして組織が構成さ

れており、各事業ユニット単位で、日本及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、「ビューティケア事業」、「ヒューマンヘルスケア事業」、「ファブリック＆

ホームケア事業」及び「ケミカル事業」の4つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの主要な製品は、以下のとおりであります。

報 告 セ グ メ ン ト 主 要 製 品

コンシューマー

プロダクツ事業

ビューティケア事業

化粧品 カウンセリング化粧品、セルフ化粧品

スキンケア製品 化粧石けん、洗顔料、全身洗浄料

ヘアケア製品 シャンプー、リンス、ヘアスタイリング剤、ヘアカラー

ヒューマンヘルスケア事業

フード＆ビバレッジ製品 飲料

サニタリー製品 生理用品、紙おむつ

パーソナルヘルス製品 入浴剤、歯みがき・歯ブラシ、メンズプロダクツ

ファブリック＆ホームケア事業
ファブリックケア製品 衣料用洗剤、洗濯仕上げ剤

ホームケア製品 台所用洗剤、住居用洗剤、掃除用紙製品、業務用製品

ケミカル事業

油脂製品
油脂アルコール、油脂アミン、脂肪酸、

グリセリン、業務用食用油脂

機能材料製品
界面活性剤、プラスチック用添加剤、

コンクリート用高性能減水剤

スペシャルティケミカルズ製品
トナー・トナーバインダー、

インクジェットプリンターインク用色材、香料
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(2）報告セグメントの売上高及び業績

前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）

報告セグメント

調整額
（注1）

要約四半期
連結財務諸表

計上額

コンシューマープロダクツ事業

ケミカル
事業

合計
ビューティ
ケア事業

ヒューマン
ヘルスケア

事業

ファブリック
＆ホームケア

事業
小計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部売上高 134,230 65,365 67,948 267,543 62,006 329,549 - 329,549

セグメント間の内部売

上高及び振替高

（注2）

- - - - 8,824 8,824 (8,824) -

売上高合計 134,230 65,365 67,948 267,543 70,830 338,373 (8,824) 329,549

営業利益（又は損失） (544) 6,799 10,111 16,366 6,575 22,941 (200) 22,741

金融収益 822

金融費用 (605)

持分法による投資利益 470

税引前四半期利益 23,428

（注1） 営業利益（又は損失）の調整額(200)百万円には、セグメント間取引に係る棚卸資産の調整額等の消去のほ

か、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。

（注2） セグメント間の内部売上高及び振替高は、主に市場価格や製造原価に基づいて算出しております。

当第1四半期連結累計期間（自 2016年1月1日 至 2016年3月31日）

報告セグメント

調整額
（注1）

要約四半期
連結財務諸表

計上額

コンシューマープロダクツ事業

ケミカル
事業

合計
ビューティ
ケア事業

ヒューマン
ヘルスケア

事業

ファブリック
＆ホームケア

事業
小計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部売上高 138,447 67,093 71,015 276,555 58,537 335,092 - 335,092

セグメント間の内部売

上高及び振替高

（注2）

- - - - 8,245 8,245 (8,245) -

売上高合計 138,447 67,093 71,015 276,555 66,782 343,337 (8,245) 335,092

営業利益（又は損失） 6,797 8,468 12,895 28,160 6,529 34,689 (240) 34,449

金融収益 362

金融費用 (2,508)

持分法による投資利益 624

税引前四半期利益 32,927

（注1） 営業利益（又は損失）の調整額(240)百万円には、セグメント間取引に係る棚卸資産の調整額等の消去のほ

か、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。

（注2） セグメント間の内部売上高及び振替高は、主に市場価格や製造原価に基づいて算出しております。
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６．現金及び現金同等物

現金及び現金同等物の内訳は、以下のとおりであります。

移行日
（2015年1月1日）

前連結会計年度
（2015年12月31日）

当第1四半期
連結会計期間

（2016年3月31日）

百万円 百万円 百万円

手許現金及び要求払い預金 82,772 101,505 78,849

3か月以内の定期預金 22,556 19,866 28,052

短期投資 123,639 188,551 159,655

合計 228,967 309,922 266,556

要約四半期連結財政状態計算書における現金及び現金同等物の残高と、要約四半期連結キャッシュ・フロー

計算書上の現金及び現金同等物の残高は、一致しております。

７．有形固定資産及びコミットメント

有形固定資産の取得及び、売却又は処分の金額は、前第1四半期連結累計期間においてそれぞれ15,256百万

円、406百万円、当第1四半期連結累計期間においてそれぞれ16,375百万円、890百万円であります。

有形固定資産の取得に関するコミットメントについては、移行日、前連結会計年度末、当第1四半期連結会計

期間末においてそれぞれ、19,958百万円、23,130百万円、33,461百万円であります。

８．配当金

配当金の支払額は以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）

決議日 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

百万円 円

2015年3月25日

定時株主総会
18,039 36 2014年12月31日 2015年3月26日

（注） 持分法適用関連会社が保有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当額を控除しております。

なお、控除前の金額は、18,059百万円であります。

当第1四半期連結累計期間（自 2016年1月1日 至 2016年3月31日）

決議日 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

百万円 円

2016年3月25日

定時株主総会
21,061 42 2015年12月31日 2016年3月28日

（注） 持分法適用関連会社が保有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当額を控除しております。

なお、控除前の金額は、21,085百万円であります。
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９．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日
至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

百万円 百万円

運賃・保管料 13,955 13,960

広告宣伝費 21,428 21,502

販売促進費 18,297 18,091

従業員給付費用 47,186 47,127

減価償却費 2,816 2,810

償却費 3,568 2,105

研究開発費 13,298 13,203

その他 30,484 31,754

合計 151,032 150,552

10．その他の営業収益

その他の営業収益の内訳は以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日
至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

百万円 百万円

共同配送収益 2,070 1,907

ロイヤルティ収入 220 250

その他 922 757

合計 3,212 2,914

11．その他の営業費用

その他の営業費用の内訳は以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日
至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

百万円 百万円

共同配送費用 2,014 1,851

有形固定資産除売却損 589 641

その他 384 165

合計 2,987 2,657

12．金融収益及び金融費用

当社グループでは為替差損益を金融収益及び金融費用に含めて表示しております。前第1四半期連結累計期間

において金融収益に為替差益492百万円、当第1四半期連結累計期間において金融費用に為替差損1,830百万円が

含まれております。
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13．1株当たり利益

(1）基本的1株当たり四半期利益の算定上の基礎

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

（百万円）
12,020 20,801

親会社の普通株主に帰属しない金額

（百万円）
- -

基本的1株当たり四半期利益の計算に

使用する四半期利益（百万円）
12,020 20,801

加重平均普通株式数（千株） 501,199 501,558

基本的1株当たり四半期利益（円） 23.98 41.47

(2）希薄化後1株当たり四半期利益の算定上の基礎

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

基本的1株当たり四半期利益の計算に

使用する四半期利益（百万円）
12,020 20,801

四半期利益調整額（百万円） - -

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に

使用する四半期利益（百万円）
12,020 20,801

加重平均普通株式数（千株） 501,199 501,558

普通株式増加数

新株予約権（千株） 753 547

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 501,951 502,104

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 23.95 41.43

希薄化効果を有しないため、希薄化後1株当

たり四半期利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

───── ─────
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14．金融商品

(1）金融商品の公正価値

① 公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

公正価値で測定される金融商品について、測定に用いた評価技法へのインプットの観察可能性に応じて算

定した公正価値を以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1・・・同一の資産又は負債に関する活発な市場における公表市場価格により測定した公正価値

レベル2・・・レベル1以外の、資産又は負債について、直接又は間接的に観察可能なインプットにより測

定した公正価値

レベル3・・・資産又は負債についての観察可能な市場データに基づかないインプットにより測定した公

正価値

② 公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される主な金融商品の測定方法は下記のとおりです。

（ⅰ）短期投資

短期投資は現金及び現金同等物に含まれ、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類し

ております。短期投資は主に公社債投信及び金銭の信託であり、その公正価値は金利等の観察可能な

インプットを用いたモデルに基づき測定しております。

（ⅱ）デリバティブ資産及びデリバティブ負債

デリバティブ資産及びデリバティブ負債はそれぞれその他の金融資産及び金融負債に含まれ、純損

益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債に分類しております。これらは為替予約、通

貨スワップ及び金利スワップ等であり、主に外国為替相場や金利等の観察可能なインプットを用いた

モデルに基づき測定しております。

（ⅲ）株式

株式はその他の金融資産に含まれ、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に分

類しております。株式については、レベル1に区分されているものは活発な市場で取引されている上

場株式であり、取引所の市場価格によって評価しております。レベル3に区分されているものは非上

場株式であり、主として純資産に基づく評価モデル（株式発行会社の純資産に基づき、時価評価によ

り修正すべき事項がある場合は修正した金額により、企業価値を算定する方法）等により測定してお

ります。

公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告日において認識しております。なお、前連結会計年度

及び当第1四半期連結会計期間において、レベル1、2及び3の間の振替はありません。

移行日（2015年1月1日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産

短期投資 - 47,644 - 47,644

デリバティブ資産 - 656 - 656

その他 - 2,853 - 2,853

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産

株式 10,476 - 2,997 13,473

合計 10,476 51,153 2,997 64,626

金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債

デリバティブ負債 - 1,086 - 1,086

合計 - 1,086 - 1,086
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前連結会計年度（2015年12月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産

短期投資 - 69,559 - 69,559

デリバティブ資産 - 2,240 - 2,240

その他 - 2,858 - 2,858

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産

株式 11,775 - 3,212 14,987

合計 11,775 74,657 3,212 89,644

金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債

デリバティブ負債 - 827 - 827

合計 - 827 - 827

当第1四半期連結会計期間（2016年3月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産

短期投資 - 64,656 - 64,656

デリバティブ資産 - 2,144 - 2,144

その他 - 2,838 - 2,838

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産

株式 10,104 - 3,211 13,315

合計 10,104 69,638 3,211 82,953

金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債

デリバティブ負債 - 837 - 837

合計 - 837 - 837
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レベル3に分類された金融商品の期首から四半期末までの変動は、以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
（自 2015年1月1日

至 2015年3月31日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2016年1月1日

至 2016年3月31日）

百万円 百万円

期首残高 2,997 3,212

利得又は損失（注） - 0

購入 - -

売却 (64) -

その他変動 0 (1)

四半期末残高 2,933 3,211

（注） 利得又は損失はすべて、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融

資産に関するものであります。これらの利得又は損失は「その他の包括利益を通じて公正価

値で測定される金融資産の純変動」に認識されております。

レベル3に分類されている金融商品は、主に非上場株式により構成されております。非上場株式の公正

価値は、当社グループの担当部門がグループ会計方針等に従って、四半期ごとに入手可能な直前の数値

を用いて測定し、公正価値の変動の根拠と併せて上位者に報告がなされ、必要に応じて経営者にも報告

がなされております。
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③ 償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される主な金融商品に係る公正価値の測定方法は下記のとおりです。なお、帳簿価額が公

正価値の合理的な近似値となっている金融商品及び重要性の乏しい金融商品は、下記の表に含めておりませ

ん。

（ⅰ）現金及び現金同等物（公正価値で測定される短期投資を除く）、営業債権及びその他の債権、営業

債務及びその他の債務

これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額が公正価値と近似しております。

（ⅱ）社債及び借入金

社債の公正価値は、市場価格に基づいております。借入金の公正価値は、残存期間における元利金

の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

償却原価で測定される主な金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

移行日（2015年1月1日）

帳簿価額
公正価値

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

金融負債

償却原価で測定される金融負債

社債 49,903 - 50,910 - 50,910

借入金 51,707 - 51,935 - 51,935

前連結会計年度（2015年12月31日）

帳簿価額
公正価値

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

金融負債

償却原価で測定される金融負債

社債 49,925 - 50,650 - 50,650

借入金 70,621 - 70,933 - 70,933

当第1四半期連結会計期間（2016年3月31日）

帳簿価額
公正価値

レベル1 レベル2 レベル3 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

金融負債

償却原価で測定される金融負債

社債 49,930 - 50,745 - 50,745

借入金 70,566 - 71,139 - 71,139

15．後発事象

該当事項はありません。
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16．初度適用

当社グループは、2016年12月31日に終了する連結会計年度の第1四半期から、IFRSに準拠した要約四半期連結

財務諸表を開示しております。日本基準に準拠して作成された直近の連結財務諸表は2015年12月31日に終了する

連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日は2015年1月1日であります。

IFRSでは、IFRSを初めて適用する会社に対して、原則として、IFRSで要求される基準を遡及して適用すること

を求めております。ただし、IFRS第1号では、IFRSで要求される基準の一部について任意に遡及適用を免除する

規定及び強制的に遡及適用を禁止する例外規定が定められており、当社グループは主に以下の免除規定を適用し

ております。

IFRS第1号の免除規定

(1）企業結合

IFRS第1号では、IFRS第3号「企業結合」（以下、IFRS第3号）を遡及適用、又は、将来に向かって適用す

ることを選択することができます。当社グループは、移行日より前に行われた企業結合に対してIFRS第3号

を遡及適用しないことを選択しております。この結果、移行日より前に行われた企業結合は、日本基準によ

り会計処理しており、修正再表示しておりません。

企業結合により発生したのれんについては、原則としてIFRS移行前に適用していた日本基準の簿価を引継

いでおりますが、IAS第21号「外国為替レート変動の影響」を遡及適用しているため、外貨建のれんはすべ

て決算日の為替レートで再換算しております。

のれんについては、減損の兆候の有無にかかわらず移行日時点で減損テストを実施しております。

(2）みなし原価

IFRS第1号では、有形固定資産について移行日現在の公正価値を当該日現在のみなし原価として使用する

ことが認められております。当社グループは、一部の有形固定資産について、移行日現在の公正価値を当該

日現在のみなし原価として使用しております。

(3）在外営業活動体の換算差額

IFRS第1号では、在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日現在でゼロとみなすこと、又は、子会社等

の設立又は取得時まで遡及して当該換算差額を再計算することを選択することができます。当社グループ

は、在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日現在でゼロとみなすことを選択しております。

(4）移行日前に認識した金融商品の指定

IFRS第1号では、IFRS移行日前に認識した金融商品について、移行日時点で存在する事実及び状況に基づ

き、IFRS第9号に基づく指定を行うことができます。当社グループは、IFRS移行日時点で存在する事実及び

状況に基づいて、IFRS第9号に従った金融商品についての指定を行っております。

IFRS第1号の強制的な例外規定

IFRS第1号では、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「ヘッジ会計」、「非支配持

分」、「金融資産の分類及び測定」及び「金融資産の減損」について、IFRSの遡及適用を禁止しております。

当社グループは、これらの項目について移行日より将来に向かって適用しております。
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IFRSの初度適用において開示が求められる調整表は以下のとおりであります。

なお、調整表の「表示組替」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「連結範囲の差異」に

はIFRSに基づいて連結範囲を検討した結果による日本基準との差異を、「認識及び測定の差異」には利益剰余金

及び包括利益に影響を及ぼす項目を含めて表示しております。

IFRS移行日（2015年1月1日）の資本に対する調整

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

資産の部 資産

流動資産 流動資産

現金及び預金 107,412 121,251 304 - 228,967 (13),(14) 現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 204,060 7,279 1,290 113 212,742 (14)
営業債権及び

その他の債権

有価証券 110,639 (110,639) - - - (13)

棚卸資産 157,787 (2,892) 1,161 (4,180) 151,876 (1),(14) 棚卸資産

前払費用 6,832 (6,832) - - -

繰延税金資産 20,232 (20,232) - - - (13)

- 1,023 238 - 1,261 (14) 未収法人所得税

- 4,130 (96) - 4,034 (13),(14) その他の金融資産

その他 36,420 10,428 (33) 484 47,299 (13),(14) その他の流動資産

貸倒引当金 (1,648) 1,648 - - -

流動資産合計 641,734 5,164 2,864 (3,583) 646,179 流動資産合計

固定資産 非流動資産

有形固定資産 307,615 10,432 2,119 (884) 319,282
(2),(13),

(14)
有形固定資産

無形固定資産

のれん 139,941 - - (1,190) 138,751 (3) のれん

商標権 15,145 (15,145) - - -

その他 12,844 (12,844) - - -

- 27,965 7 (4,346) 23,626 (4),(14) 無形資産

投資その他の資産

投資有価証券 20,984 (20,984) - - -

- 9,264 (5,505) (215) 3,544 (14)
持分法で会計処理されて

いる投資

長期貸付金 1,432 (1,432) - - -

長期前払費用 17,281 (17,281) - - - (13)

退職給付に係る資産 9,692 (9,692) - - -

- 23,916 424 1,748 26,088
(5),(13),

(14)
その他の金融資産

その他 11,612 4,982 44 (8,672) 7,966 (9),(14) その他の非流動資産

繰延税金資産 20,630 20,232 1,189 19,143 61,194
(6),(13),

(14)
繰延税金資産

貸倒引当金 (677) 677 - - -

固定資産合計 556,499 20,090 (1,722) 5,584 580,451 非流動資産合計

資産合計 1,198,233 25,254 1,142 2,001 1,226,630 資産合計
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日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

負債の部 負債

流動負債 流動負債

支払手形及び買掛金 129,711 65,491 (1,742) - 193,460 (14)
営業債務及び

その他の債務

短期借入金 1,137 (1,137) - - -

1年内返済予定の長期借

入金
20,013 (20,013) - - -

- 21,150 272 - 21,422 (14) 社債及び借入金

未払金 66,230 (66,230) - - -

未払費用 94,666 (94,666) - - -

未払法人税等 28,108 112 63 - 28,283 (14) 未払法人所得税等

化粧品関連損失引当金 8,220 (8,220) - - - (13)

- 10,122 (4,375) 18 5,765 (13),(14) その他の金融負債

- 35,962 (2) (2,600) 33,360
(7),(13),

(14)
引当金

その他 32,451 81,754 4,210 5,501 123,916
(8),(13),

(14)
その他の流動負債

流動負債合計 380,536 24,325 (1,574) 2,919 406,206 流動負債合計

固定負債 非流動負債

社債 50,000 (50,000) - - -

長期借入金 30,083 (30,083) - - -

- 80,083 202 (97) 80,188 (14) 社債及び借入金

退職給付に係る負債 42,414 798 763 33,920 77,895 (9),(14) 退職給付に係る負債

- 11,877 936 - 12,813 (13),(14) その他の金融負債

- 4,447 370 479 5,296 (13),(14) 引当金

その他 22,807 (19,614) 108 2,110 5,411
(10),

(13),(14)
その他の非流動負債

- 3,421 - (2,988) 433 (6),(13) 繰延税金負債

固定負債合計 145,304 929 2,379 33,424 182,036 非流動負債合計

負債合計 525,840 25,254 805 36,343 588,242 負債合計

純資産の部 資本

資本金 85,424 - - - 85,424 資本金

資本剰余金 109,561 - - - 109,561 資本剰余金

自己株式 (9,719) - - - (9,719) 自己株式

その他有価証券評価差額

金
5,507 (5,507) - - -

繰延ヘッジ損益 8 (8) - - -

為替換算調整勘定 (4,853) 4,853 - - -

退職給付に係る調整累計

額
3,619 (3,619) - - -

新株予約権 944 (944) - - -

- 5,225 (302) 2,678 7,601 (11),(14) その他の資本の構成要素

利益剰余金 468,684 - 151 (36,860) 431,975 (12),(14) 利益剰余金

624,842
親会社の所有者に

帰属する持分合計

少数株主持分 13,218 - 488 (160) 13,546 (14) 非支配持分

純資産合計 672,393 - 337 (34,342) 638,388 資本合計

負債純資産合計 1,198,233 25,254 1,142 2,001 1,226,630 負債及び資本合計
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IFRS移行日（2015年1月1日）の資本に対する調整に関する注記

(1）棚卸資産に対する調整

主として日本基準で認識していた貯蔵品の中で、販売促進を目的とした物品などについては、IFRSでは資

産の定義を満たさないため、利益剰余金に調整が反映されております。

(2）有形固定資産に対する調整

有形固定資産に対する調整は、主として以下のみなし原価の適用によるものです。

当社グループでは、一部の有形固定資産について、移行日現在の公正価値を当該日現在のみなし原価とし

て使用しております。移行日において、みなし原価を使用した有形固定資産の日本基準における帳簿価額は

1,851百万円であり、公正価値は848百万円です。

上記の結果、移行日における有形固定資産が1,003百万円減少し、利益剰余金に調整が反映されておりま

す。

また、公正価値は、適切な専門家としての資格を有する独立した鑑定人による評価等に基づいており、レ

ベル3に分類しております。

(3）のれんに対する調整

日本基準では一部の外貨建のれんについて取得日の為替レートで換算しておりましたが、IFRSではすべて

の外貨建のれんを決算日の為替レートで換算しており、利益剰余金に調整が反映されております。

(4）無形資産に対する調整

日本基準で認識していた無形資産の一部について、IFRSでは資産の定義を満たさないため、利益剰余金に

調整が反映されております。

(5）その他の金融資産（非流動資産）に対する調整

日本基準では、市場性のない資本性金融資産については取得原価により評価しており、必要により発行会

社の財政状態の悪化に応じて減損処理を行っておりました。IFRSでは、これらの資本性金融資産について、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定しており、活発な市場の有無に関係な

く公正価値で測定しており、その変動額をその他の包括利益として認識し、認識を中止した場合又は公正価

値が著しく低下した場合に利益剰余金に振り替えております。

(6）繰延税金資産及び繰延税金負債に対する調整

主として日本基準からIFRSへの調整に伴い一時差異が発生したことにより、繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額を調整しております。

(7）引当金（流動負債）に対する調整

日本基準では将来の費用を引当金として認識しておりましたが、IFRSでは引当金の認識要件を満たさない

ため、利益剰余金に調整が反映されております。

(8）その他の流動負債に対する調整

主として日本基準では負債として認識されていない未消化の有給休暇について、IFRSでは負債の認識を行

っており、利益剰余金に調整が反映されております。

(9）退職給付に係る負債及びその他の非流動資産に対する調整

日本基準では数理計算上の差異は、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりました。IFRSでは、発生

時にその他の包括利益として一括で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また、日本基準で

は、過去勤務費用について、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSでは発生時に純損

益として認識しております。

なお、日本基準では2015年度の期首より「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年

5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第25号 平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用し、退職給付債務及

び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の計算方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更する

とともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について、従業員の平均残存勤務期間に

近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する

方法に変更しております。これらの基準等の適用にあたっては退職給付会計基準第37項に定める経過的な取

り扱いに従って、2015年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利
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益剰余金に加減しております。従って、移行日時点の日本基準による公表済みの連結貸借対照表に、上記退

職給付会計基準及び退職給付適用指針の改訂による変更を反映していないため、IFRSにおける連結財政状態

計算書との差異が利益剰余金に反映されております。

(10)その他の非流動負債に対する調整

日本基準では負債として認識されていない一定の勤務年数を条件として付与される特別休暇や報奨金につ

いて、IFRSでは負債の認識を行っており、利益剰余金に調整が反映されております。

(11)その他の資本の構成要素に対する調整

① IFRS第1号に規定されている免除規定を選択し、在外営業活動体に係る累積換算差額の残高を、移行日

である2015年1月1日時点においてすべて利益剰余金に振り替えております。この結果、その他の資本の

構成要素が4,853百万円増加しております。

② 注記(5）に記載の市場性のない資本性金融資産の公正価値評価により、その他の資本の構成要素が

1,120百万円増加しております。

③ 注記(9）に記載の退職給付に係る負債に対する調整の影響により、その他の資本の構成要素が3,318百

万円減少しております。

(12)利益剰余金に対する調整

移行日
（2015年1月1日）

百万円

棚卸資産に対する調整 (4,180)

有形固定資産に対する調整 (884)

のれんに対する調整 (1,190)

無形資産に対する調整 (4,346)

引当金（流動負債）に対する調整 2,600

その他の流動負債に対する調整 (5,501)

退職給付に係る負債に対する調整 (36,366)

その他の非流動負債に対する調整 (2,110)

在外営業活動体の換算差額に対する調整 (4,853)

その他 402

小計 (56,428)

税効果に係る調整 19,414

非支配持分に係る調整 154

合計 (36,860)

(13)表示組替

IFRSの規定に準拠するために表示組替を行っており、主なものは以下のとおりであります。

① 日本基準における「現金及び預金」のうち、預入期間が3か月を超える定期預金を、IFRSにおいて

は、流動資産の「その他の金融資産」として表示しております。また、日本基準における「有価証

券」及び「その他（流動資産）」のうち、取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資を、

IFRSにおいては、「現金及び現金同等物」として表示しております。

② 日本基準において、流動項目として表示している繰延税金資産及び繰延税金負債を、IFRSにおいて

は、非流動項目として表示しております。

③ 日本基準において、化粧品の店舗什器を「長期前払費用」として表示しておりましたが、IFRSにおい

ては、「有形固定資産」として表示しております。

④ IFRSの表示規定に基づき、金融資産及び金融負債を別掲しております。

⑤ 日本基準において「その他（流動負債）」及び「その他（固定負債）」に含めて表示していた返品調

整引当金や資産除去債務などと、総額表示での化粧品関連損失引当金を、IFRSにおいては「引当金」

として表示しております。

(14)連結範囲の差異

日本基準では重要性の低い一部の子会社について連結範囲に含めず持分法を適用しておりましたが、IFRS

ではすべての子会社を連結範囲に含めております。
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前第1四半期連結会計期間（2015年3月31日）の資本に対する調整

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

資産の部 資産

流動資産 流動資産

現金及び預金 99,523 113,709 168 - 213,400 (14),(15) 現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 166,268 5,640 1,249 79 173,236 (15)
営業債権及び

その他の債権

有価証券 102,641 (102,641) - - - (14)

棚卸資産 161,707 (2,554) 834 (3,751) 156,236 (1),(15) 棚卸資産

- 3,032 361 (764) 2,629 (15) 未収法人所得税

- 3,913 (10) - 3,903 (14),(15) その他の金融資産

その他 64,118 (15,994) 208 110 48,442 (14),(15) その他の流動資産

貸倒引当金 (1,548) 1,548 - - -

流動資産合計 592,709 6,653 2,810 (4,326) 597,846 流動資産合計

固定資産 非流動資産

有形固定資産 310,409 10,048 2,073 (889) 321,641
(2),(14),

(15)
有形固定資産

無形固定資産

のれん 136,705 - - 1,485 138,190 (3) のれん

商標権 11,807 (11,807) - - -

その他 13,113 (13,113) - - -

- 24,907 3 (3,477) 21,433 (4),(15) 無形資産

投資その他の資産

投資その他の資産 81,551 (81,551) - - - (14)

- 7,480 (4,250) (238) 2,992 (15)
持分法で会計処理

されている投資

- 25,156 424 1,749 27,329
(5),(14),

(15)
その他の金融資産

- 8,272 19 (22) 8,269 (15) その他の非流動資産

- 47,464 1,148 11,472 60,084
(6),(14),

(15)
繰延税金資産

貸倒引当金 (605) 605 - - -

固定資産合計 552,980 17,461 (583) 10,080 579,938 非流動資産合計

資産合計 1,145,689 24,114 2,227 5,754 1,177,784 資産合計
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日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

負債の部 負債

流動負債 流動負債

支払手形及び買掛金 126,502 55,725 (1,380) - 180,847 (15)
営業債務及び

その他の債務

短期借入金 1,413 (1,413) - - -

1年内返済予定の長期借

入金
15 (15) - - -

- 1,428 271 - 1,699 (15) 社債及び借入金

未払法人税等 5,090 4 67 6,666 11,827 (7),(15) 未払法人所得税等

化粧品関連損失引当金 7,629 (7,629) - - - (14)

- 7,474 (2,790) - 4,684 (14),(15) その他の金融負債

- 34,102 - (2,207) 31,895 (8),(14) 引当金

その他 158,124 (66,173) 3,233 8,097 103,281
(9),(14),

(15)
その他の流動負債

流動負債合計 298,773 23,503 (599) 12,556 334,233 流動負債合計

固定負債 非流動負債

社債 50,000 (50,000) - - -

長期借入金 70,069 (70,069) - - -

- 120,069 191 (91) 120,169 (15) 社債及び借入金

退職給付に係る負債 73,453 798 756 1,212 76,219 (10),(15) 退職給付に係る負債

- 11,403 881 - 12,284 (14),(15) その他の金融負債

- 4,438 372 481 5,291 (14),(15) 引当金

その他 21,691 (18,625) 32 2,119 5,217
(11),

(14),(15)
その他の非流動負債

- 2,597 6 (2,122) 481
(6),(14),

(15)
繰延税金負債

固定負債合計 215,213 611 2,238 1,599 219,661 非流動負債合計

負債合計 513,986 24,114 1,639 14,155 553,894 負債合計

純資産の部 資本

資本金 85,424 - - - 85,424 資本金

資本剰余金 108,659 - - - 108,659 資本剰余金

自己株式 (8,921) - - - (8,921) 自己株式

その他有価証券評価差額

金
6,716 (6,716) - - -

繰延ヘッジ損益 (6) 6 - - -

為替換算調整勘定 (11,633) 11,633 - - -

退職給付に係る調整累計

額
4,551 (4,551) - - -

新株予約権 853 (853) - - -

- 481 (298) 1,280 1,463 (12),(15) その他の資本の構成要素

利益剰余金 434,557 - 401 (9,533) 425,425 (13),(15) 利益剰余金

612,050
親会社の所有者に

帰属する持分合計

少数株主持分 11,503 - 485 (148) 11,840 (15) 非支配持分

純資産合計 631,703 - 588 (8,401) 623,890 資本合計

負債純資産合計 1,145,689 24,114 2,227 5,754 1,177,784 負債及び資本合計
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前第1四半期連結会計期間（2015年3月31日）の資本に対する調整に関する注記

(1）棚卸資産に対する調整

主として日本基準で認識していた貯蔵品の中で、販売促進を目的とした物品などについては、IFRSでは資

産の定義を満たさないため、利益剰余金に調整が反映されております。

(2）有形固定資産に対する調整

有形固定資産に対する調整は、主として以下のみなし原価の適用によるものです。

当社グループでは、一部の有形固定資産について、移行日現在の公正価値を当該日現在のみなし原価とし

て使用しているため、有形固定資産が1,003百万円減少し、利益剰余金に調整が反映されております。な

お、みなし原価を使用した有形固定資産の日本基準における帳簿価額は1,851百万円であり、公正価値は848

百万円です。

また、公正価値は、適切な専門家としての資格を有する独立した鑑定人による評価等に基づいており、レ

ベル3に分類しております。

(3）のれんに対する調整

① 日本基準では実質的にのれんの償却年数を見積り、その年数で償却することとしておりましたが、IFRS

では移行日以降の償却を停止しております。

② 日本基準では一部の外貨建のれんについて取得日の為替レートで換算しておりましたが、IFRSではすべ

ての外貨建のれんを決算日の為替レートで換算しており、その他の資本の構成要素に調整が反映されて

おります。

(4）無形資産に対する調整

日本基準で認識していた無形資産の一部について、IFRSでは資産の定義を満たさないため、利益剰余金に

調整が反映されております。

(5）その他の金融資産（非流動資産）に対する調整

日本基準では、市場性のない資本性金融資産については取得原価により評価しており、必要により発行会

社の財政状態の悪化に応じて減損処理を行っておりました。IFRSでは、これらの資本性金融資産について、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定しており、活発な市場の有無に関係な

く公正価値で測定しており、その変動額をその他の包括利益として認識し、認識を中止した場合又は公正価

値が著しく低下した場合に利益剰余金に振り替えております。

(6）繰延税金資産及び繰延税金負債に対する調整

主として日本基準からIFRSへの調整に伴い一時差異が発生したことにより、繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額を調整しております。

(7）未払法人所得税等に対する調整

日本基準では四半期においても年度決算と同様の方法により法人所得税を算定しておりましたが、IFRSで

は事業年度全体の見積年次実効税率に基づいて算定していることにより、未払法人所得税等の金額を調整し

ております。

(8）引当金（流動負債）に対する調整

日本基準では将来の費用を引当金として認識しておりましたが、IFRSでは引当金の認識要件を満たさない

ため、利益剰余金に調整が反映されております。

(9）その他の流動負債に対する調整

その他の流動負債に対する調整は、主として以下によるものであります。

① 日本基準では負債として認識されていない未消化の有給休暇について、IFRSでは負債の認識を行って

おり、利益剰余金に調整が反映されております。

② 日本基準では、固定資産税等の賦課金に該当する項目について、納付時点で認識しておりましたが、

IFRSでは債務発生事象が生じた時点で認識しており、その他の流動負債の金額を調整しております。

(10)退職給付に係る負債に対する調整

日本基準では、退職給付債務に割引率を乗じて利息費用を、年金資産に期待運用収益率を乗じて期待運用

収益をそれぞれ認識しておりましたが、IFRSでは退職給付債務と年金資産の純額に割引率を乗じた利息純額

を認識しております。
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(11)その他の非流動負債に対する調整

日本基準では負債として認識されていない一定の勤務年数を条件として付与される特別休暇や報奨金につ

いて、IFRSでは負債の認識を行っており、利益剰余金に調整が反映されております。

(12)その他の資本の構成要素に対する調整

① IFRS第1号に規定されている免除規定を選択し、在外営業活動体に係る累積換算差額の残高を、移行日

である2015年1月1日時点においてすべて利益剰余金に振り替えております。この結果、その他の資本の

構成要素が4,853百万円増加しております。

② 注記(5）に記載の市場性のない資本性金融資産の公正価値評価により、その他の資本の構成要素が

1,173百万円増加しております。

③ 日本基準では退職給付に係る数理計算上の差異は、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりま

した。IFRSでは、発生時にその他の包括利益として一括で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えており

ます。また、日本基準では、過去勤務費用について、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しており

ましたが、IFRSでは発生時に純損益として認識しております。これらの結果、その他の資本の構成要素

が4,251百万円減少しております。

(13)利益剰余金に対する調整

前第1四半期連結会計期間
（2015年3月31日）

百万円

棚卸資産に対する調整 (3,751)

有形固定資産に対する調整 (889)

のれんに対する調整 2,024

無形資産に対する調整 (3,477)

引当金（流動負債）に対する調整 2,207

その他の流動負債に対する調整 (8,097)

退職給付に係る負債に対する調整 5,041

その他の非流動負債に対する調整 (2,119)

在外営業活動体の換算差額に対する調整 (4,853)

その他 (389)

小計 (14,303)

税効果に係る調整 4,650

非支配持分に係る調整 120

合計 (9,533)

(14)表示組替

IFRSの規定に準拠するために表示組替を行っており、主なものは以下のとおりであります。

① 日本基準における「現金及び預金」のうち、預入期間が3か月を超える定期預金を、IFRSにおいて

は、流動資産の「その他の金融資産」として表示しております。また、日本基準における「有価証

券」及び「その他（流動資産）」のうち、取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資を、

IFRSにおいては、「現金及び現金同等物」として表示しております。

② 日本基準において、流動項目として表示している繰延税金資産及び繰延税金負債を、IFRSにおいて

は、非流動項目として表示しております。

③ 日本基準において、化粧品の店舗什器を「投資その他の資産」として表示しておりましたが、IFRSに

おいては、「有形固定資産」として表示しております。

④ IFRSの表示規定に基づき、金融資産及び金融負債を別掲しております。

⑤ 日本基準において「その他（流動負債）」及び「その他（固定負債）」に含めて表示していた返品調

整引当金や資産除去債務などと、総額表示での化粧品関連損失引当金を、IFRSにおいては「引当金」

として表示しております。

(15)連結範囲の差異

日本基準では重要性の低い一部の子会社について連結範囲に含めず持分法を適用しておりましたが、IFRS

ではすべての子会社を連結範囲に含めております。
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前連結会計年度（2015年12月31日）の資本に対する調整

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

資産の部 資産

流動資産 流動資産

現金及び預金 125,159 184,279 484 - 309,922 (11),(12) 現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 205,603 3,921 1,147 36 210,707 (12)
営業債権及び

その他の債権

有価証券 158,651 (158,651) - - - (11)

棚卸資産 158,134 (2,953) 814 (4,724) 151,271 (1),(12) 棚卸資産

前払費用 7,048 (7,048) - - -

繰延税金資産 20,763 (20,763) - - - (11)

- 1,899 178 - 2,077 (12) 未収法人所得税

- 5,301 (236) - 5,065 (11),(12) その他の金融資産

その他 59,501 (21,971) 15 460 38,005 (11),(12) その他の流動資産

貸倒引当金 (1,626) 1,626 - - -

733,233 (14,360) 2,402 (4,228) 717,047 小計

- 1,330 - - 1,330 (11)
売却目的で保有する非流

動資産

流動資産合計 733,233 (13,030) 2,402 (4,228) 718,377 流動資産合計

固定資産 非流動資産

有形固定資産 327,730 9,299 1,865 (897) 337,997
(2),(11),

(12)
有形固定資産

無形固定資産

のれん 127,099 - - 11,152 138,251 (3) のれん

商標権 1,791 (1,791) - - -

その他 14,832 (14,832) - - -

- 16,602 2 (899) 15,705 (4),(12) 無形資産

投資その他の資産

投資有価証券 22,331 (22,331) - - -

- 9,384 (4,956) (219) 4,209 (12)
持分法で会計処理されて

いる投資

長期貸付金 1,171 (1,171) - - -

長期前払費用 17,583 (17,583) - - - (11)

退職給付に係る資産 1,027 (1,027) - - -

- 26,862 440 2,037 29,339
(5),(11),

(12)
その他の金融資産

その他 11,860 5,846 61 (35) 17,732 (12) その他の非流動資産

繰延税金資産 23,896 20,763 995 3,800 49,454
(6),(11),

(12)
繰延税金資産

貸倒引当金 (684) 684 - - -

固定資産合計 548,636 30,705 (1,593) 14,939 592,687 非流動資産合計

資産合計 1,281,869 17,675 809 10,711 1,311,064 資産合計
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日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

負債の部 負債

流動負債 流動負債

支払手形及び買掛金 133,728 74,741 (1,709) - 206,760 (12)
営業債務及び

その他の債務

短期借入金 47 (47) - - -

1年内返済予定の

長期借入金
15 (15) - - -

- 62 277 - 339 (12) 社債及び借入金

未払金 76,078 (76,078) - - -

未払費用 99,033 (99,033) - - -

未払法人税等 32,073 - 111 - 32,184 (12) 未払法人所得税等

化粧品関連損失引当金 2,891 (2,891) - - - (11)

- 11,335 (4,406) - 6,929 (11),(12) その他の金融負債

- 16,712 - 60 16,772 (11) 引当金

その他 33,628 82,225 3,920 5,649 125,422
(7),(11),

(12)
その他の流動負債

流動負債合計 377,493 7,011 (1,807) 5,709 388,406 流動負債合計

固定負債 非流動負債

社債 50,000 (50,000) - - -

長期借入金 70,060 (70,060) - - -

- 120,060 222 (75) 120,207 (12) 社債及び借入金

退職給付に係る負債 74,178 804 724 - 75,706 (12) 退職給付に係る負債

化粧品関連損失引当金 2,474 (2,474) - - - (11)

- 11,093 724 - 11,817 (11),(12) その他の金融負債

- 16,880 365 459 17,704 (11),(12) 引当金

その他 20,531 (17,790) 83 2,095 4,919
(8),(11),

(12)
その他の非流動負債

- 2,151 - (1,833) 318 (6),(11) 繰延税金負債

固定負債合計 217,243 10,664 2,118 646 230,671 非流動負債合計

負債合計 594,736 17,675 311 6,355 619,077 負債合計

純資産の部 資本

資本金 85,424 - - - 85,424 資本金

資本剰余金 108,659 - - - 108,659 資本剰余金

自己株式 (8,202) - - - (8,202) 自己株式

その他有価証券評価差額

金
7,063 (7,063) - - -

繰延ヘッジ損益 (3) 3 - - -

為替換算調整勘定 (19,315) 19,315 - - -

退職給付に係る調整累計

額
(152) 152 - - -

新株予約権 889 (889) - - -

- (11,518) (218) 7,552 (4,184) (9),(12) その他の資本の構成要素

利益剰余金 502,134 - 246 (3,081) 499,299 (10),(12) 利益剰余金

680,996
親会社の所有者に

帰属する持分合計

少数株主持分 10,636 - 470 (115) 10,991 (12) 非支配持分

純資産合計 687,133 - 498 4,356 691,987 資本合計

負債純資産合計 1,281,869 17,675 809 10,711 1,311,064 負債及び資本合計
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前連結会計年度（2015年12月31日）の資本に対する調整に関する注記

(1）棚卸資産に対する調整

主として日本基準で認識していた貯蔵品の中で、販売促進を目的とした物品などについては、IFRSでは資

産の定義を満たさないため、利益剰余金に調整が反映されております。

(2）有形固定資産に対する調整

有形固定資産に対する調整は、主として以下のみなし原価の適用によるものです。

当社グループでは、一部の有形固定資産について、移行日現在の公正価値を当該日現在のみなし原価とし

て使用しているため、有形固定資産が1,003百万円減少し、利益剰余金に調整が反映されております。な

お、みなし原価を使用した有形固定資産の日本基準における帳簿価額は1,851百万円であり、公正価値は848

百万円です。

また、公正価値は、適切な専門家としての資格を有する独立した鑑定人による評価等に基づいており、レ

ベル3に分類しております。

(3）のれんに対する調整

① 日本基準では実質的にのれんの償却年数を見積り、その年数で償却することとしておりましたが、IFRS

では移行日以降の償却を停止しております。

② 日本基準では一部の外貨建のれんについて取得日の為替レートで換算しておりましたが、IFRSではすべ

ての外貨建のれんを決算日の為替レートで換算しており、その他の資本の構成要素に調整が反映されて

おります。

(4）無形資産に対する調整

日本基準で認識していた無形資産の一部について、IFRSでは資産の定義を満たさないため、利益剰余金に

調整が反映されております。

(5）その他の金融資産（非流動資産）に対する調整

日本基準では、市場性のない資本性金融資産については取得原価により評価しており、必要により発行会

社の財政状態の悪化に応じて減損処理を行っておりました。IFRSでは、これらの資本性金融資産について、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定しており、活発な市場の有無に関係な

く公正価値で測定しており、その変動額をその他の包括利益として認識し、認識を中止した場合又は公正価

値が著しく低下した場合に利益剰余金に振り替えております。

(6）繰延税金資産及び繰延税金負債に対する調整

主として日本基準からIFRSへの調整に伴い一時差異が発生したことにより、繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額を調整しております。

(7）その他の流動負債に対する調整

主として日本基準では負債として認識されていない未消化の有給休暇について、IFRSにおいて負債の認識

を行っており、利益剰余金に調整が反映されております。

(8）その他の非流動負債に対する調整

日本基準では負債として認識されていない一定の勤務年数を条件として付与される特別休暇や報奨金につ

いて、IFRSにおいて負債の認識を行っており、利益剰余金に調整が反映されております。

(9）その他の資本の構成要素に対する調整

① IFRS第1号に規定されている免除規定を選択し、在外営業活動体に係る累積換算差額の残高を、移行日

である2015年1月1日時点においてすべて利益剰余金に振り替えております。また、在外営業活動体の清

算に伴い、IFRSでは当連結会計年度に発生した在外営業活動体の換算差額を利益剰余金に振り替えてお

ります。これらの結果、その他の資本の構成要素が6,070百万円増加しております。

② 注記(5）に記載の市場性のない資本性金融資産の公正価値評価により、その他の資本の構成要素が

1,368百万円増加しております。
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(10)利益剰余金に対する調整

前連結会計年度
（2015年12月31日）

百万円

棚卸資産に対する調整 (4,724)

有形固定資産に対する調整 (897)

のれんに対する調整 11,687

無形資産に対する調整 (899)

その他の流動負債に対する調整 (5,649)

退職給付に係る負債に対する調整 (220)

その他の非流動負債に対する調整 (2,095)

在外営業活動体の換算差額に対する調整 (6,070)

その他 (33)

小計 (8,900)

税効果に係る調整 5,755

非支配持分に係る調整 64

合計 (3,081)

(11)表示組替

IFRSの規定に準拠するために表示組替を行っており、主なものは以下のとおりであります。

① 日本基準における「現金及び預金」のうち、預入期間が3か月を超える定期預金を、IFRSにおいて

は、流動資産の「その他の金融資産」として表示しております。また、日本基準における「有価証

券」及び「その他（流動資産）」のうち、取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資を、

IFRSにおいては、「現金及び現金同等物」として表示しております。

② 日本基準において、流動項目として表示している繰延税金資産及び繰延税金負債を、IFRSにおいて

は、非流動項目として表示しております。

③ 日本基準において、化粧品の店舗什器を「長期前払費用」として表示しておりましたが、IFRSにおい

ては、「有形固定資産」として表示しております。

④ IFRSの表示規定に基づき、金融資産、金融負債及び売却目的で保有する非流動資産を別掲しておりま

す。

⑤ 日本基準において「その他（流動負債）」及び「その他（固定負債）」に含めて表示していた返品調

整引当金や資産除去債務などと、総額表示での化粧品関連損失引当金を、IFRSにおいては「引当金」

として表示しております。

(12)連結範囲の差異

日本基準では重要性の低い一部の子会社について連結範囲に含めず持分法を適用しておりましたが、IFRS

ではすべての子会社を連結範囲に含めております。
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前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）の損益及び包括利益に対する調整

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高 328,777 - 772 - 329,549 (7) 売上高

売上原価 (154,804) (127) (5) (1,065) (156,001) (1),(7) 売上原価

売上総利益 173,973 (127) 767 (1,065) 173,548 売上総利益

販売費及び一般管理費 (150,564) (983) (923) 1,438 (151,032) (2),(7) 販売費及び一般管理費

- 959 2,253 - 3,212 (5),(7) その他の営業収益

- (805) (2,149) (33) (2,987) (5),(7) その他の営業費用

営業利益 23,409 (956) (52) 340 22,741 営業利益

- 849 (20) (7) 822 (5),(7) 金融収益

- 779 (1) (1,383) (605)
(3),(5),

(7)
金融費用

- 461 27 (18) 470 (5),(7) 持分法による投資利益

営業外収益 2,166 (2,166) - - - (5)

営業外費用 (584) 584 - - - (5)

特別利益 144 (144) - - - (5)

特別損失 (593) 593 - - - (5)

税金等調整前四半期純利益 24,542 - (46) (1,068) 23,428 税引前四半期利益

法人税等合計 (12,518) - 76 1,100 (11,342) (4),(7) 法人所得税

少数株主損益調整前四半期

純利益
12,024 - 30 32 12,086 四半期利益

四半期利益の帰属

- 12,016 6 (2) 12,020 親会社の所有者

少数株主利益 8 - 24 34 66 非支配持分

四半期純利益 12,016 (12,016) - - -
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日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

少数株主損益調整前四半期

純利益
12,024 - 30 32 12,086 四半期利益

その他の包括利益 その他の包括利益

純損益に振り替えられる

ことのない項目

その他有価証券評価差額

金
1,133 - (0) 60 1,193 (7)

その他の包括利益を通

じて公正価値で測定さ

れる金融資産の純変動

退職給付に係る調整額 946 - (4) (1,316) (374) (6),(7)
確定給付負債（資産）

の純額の再測定

- 69 1 6 76 (7)

持分法適用会社におけ

るその他の包括利益に

対する持分

895
純損益に振り替えられる

ことのない項目合計

純損益に振り替えられる

可能性のある項目

為替換算調整勘定 (7,216) - (52) (508) (7,776) (7)
在外営業活動体の換算

差額

- - - 12 12

キャッシュ・フロ－・

ヘッジの公正価値の変

動額の有効部分

持分法適用会社に対する

持分相当額
46 (69) 36 (26) (13) (7)

持分法適用会社におけ

るその他の包括利益に

対する持分

(7,777)
純損益に振り替えられる

可能性のある項目合計

その他の包括利益合計 (5,091) - (19) (1,772) (6,882) 税引後その他の包括利益

四半期包括利益 6,933 - 11 (1,740) 5,204 四半期包括利益
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前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）の損益及び包括利益に対する調整に関する

注記

(1）売上原価に対する調整

日本基準では、固定資産税等の賦課金に該当する項目について、納付時点で認識しておりましたが、IFRS

では債務発生事象が生じた時点で認識しております。この結果、売上原価が日本基準より1,641百万円増加

しております。

(2）販売費及び一般管理費に対する調整

① 日本基準では、のれんの償却については、実質的に償却年数を見積り、その年数で償却することとして

おりましたが、IFRSでは償却を停止しております。この結果、のれんの償却費が日本基準より3,216百

万円減少しております。

② 日本基準では、固定資産税等の賦課金に該当する項目について、納付時点で認識しておりましたが、

IFRSでは債務発生事象が生じた時点で認識しております。この結果、販売費及び一般管理費が日本基準

より1,189百万円増加しております。

③ 日本基準では認識していた無形資産について、IFRSでは資産の定義を満たさない部分については資産と

して認識しておりません。この結果、無形資産の償却費が日本基準より832百万円減少しております。

④ 日本基準では将来の費用を引当金として認識しておりましたが、IFRSでは引当金の認識要件を満たさな

いため、引当金として認識しておりません。この結果、販売費及び一般管理費が394百万円増加してお

ります。

(3）金融費用に対する調整

日本基準では、退職給付費用として、退職給付債務に割引率を乗じて利息費用を、年金資産に期待運用収

益率を乗じて期待運用収益をそれぞれ認識しておりましたが、IFRSでは退職給付債務と年金資産の純額に割

引率を乗じた利息純額を認識しております。この結果、金融費用が1,378百万円増加しております。

(4）法人所得税に対する調整

日本基準では四半期においても年度決算と同様の方法により法人所得税を算定しておりましたが、IFRSで

は事業年度全体の見積年次実効税率に基づいて算定していることにより、法人所得税の金額を調整しており

ます。

(5）表示組替

IFRSの規定に準拠するために表示組替を行っており、主なものは以下のとおりであります。

日本基準において、「営業外収益」、「営業外費用」、「特別利益」、「特別損失」に表示していた項目

を、IFRSにおいては財務関連項目及び為替差損益を「金融収益」又は「金融費用」に、それ以外の項目につ

いては、「その他の営業収益」、「その他の営業費用」、「持分法による投資利益」に表示しております。

(6）確定給付負債（資産）の純額の再測定に対する調整

日本基準では数理計算上の差異は、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSでは、発

生時にその他の包括利益として一括で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また、日本基準で

は、過去勤務費用について、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSでは発生時に純損

益として認識しております。

(7）連結範囲の差異

日本基準では重要性の低い一部の子会社について連結範囲に含めず持分法を適用しておりましたが、IFRS

ではすべての子会社を連結範囲に含めております。
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前連結会計年度（自 2015年1月1日 至 2015年12月31日）の損益及び包括利益に対する調整

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高 1,471,791 - 2,759 - 1,474,550 (6) 売上高

売上原価 (658,221) (647) 198 (195) (658,865) (2),(6) 売上原価

売上総利益 813,570 (647) 2,957 (195) 815,685 売上総利益

販売費及び一般管理費 (649,190) (3,882) (2,234) 12,577 (642,729)
(1),(2),

(6)
販売費及び一般管理費

- 4,403 9,758 (62) 14,099 (4),(6) その他の営業収益

- (9,627) (8,824) (1,286) (19,737) (4),(6) その他の営業費用

営業利益 164,380 (9,753) 1,657 11,034 167,318 営業利益

- 1,788 3 (375) 1,416 (4),(6) 金融収益

- 2,508 (85) (6,636) (4,213)
(1),(2),

(4),(6)
金融費用

- 2,656 (1,113) (26) 1,517 (4),(6) 持分法による投資利益

営業外収益 7,600 (7,600) - - - (4)

営業外費用 (2,707) 2,707 - - - (4)

特別利益 1,561 (1,561) - - - (4)

特別損失 (9,255) 9,255 - - - (4)

税金等調整前当期純利益 161,579 - 462 3,997 166,038 税引前利益

法人税等合計 (62,099) - (596) 2,609 (60,086) (3),(6) 法人所得税

少数株主損益調整前当期純

利益
99,480 - (134) 6,606 105,952 当期利益

当期利益の帰属

- 98,862 (182) 6,516 105,196 親会社の所有者

少数株主利益 618 - 48 90 756 非支配持分

当期純利益 98,862 (98,862) - - -
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日本基準表示科目 日本基準 表示組替
連結範囲
の差異

認識及び測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

少数株主損益調整前当期純

利益
99,480 - (134) 6,606 105,952 当期利益

その他の包括利益 その他の包括利益

純損益に振り替えられる

ことのない項目

その他有価証券評価差額

金
1,310 - 0 485 1,795 (6)

その他の包括利益を通

じて公正価値で測定さ

れる金融資産の純変動

退職給付に係る調整額 (3,712) - 6 2,936 (770) (5),(6)
確定給付負債（資産）

の純額の再測定

- 167 78 - 245 (6)

持分法適用会社におけ

るその他の包括利益に

対する持分

1,270
純損益に振り替えられる

ことのない項目合計

純損益に振り替えられる

可能性のある項目

為替換算調整勘定 (15,793) - (213) 942 (15,064) (6)
在外営業活動体の換算

差額

- - - 12 12

キャッシュ・フロ－・

ヘッジの公正価値の変

動額の有効部分

持分法適用会社に対する

持分相当額
(9) (167) 150 7 (19) (6)

持分法適用会社におけ

るその他の包括利益に

対する持分

(15,071)
純損益に振り替えられる

可能性のある項目合計

その他の包括利益合計 (18,204) - 21 4,382 (13,801) 税引後その他の包括利益

包括利益 81,276 - (113) 10,988 92,151 当期包括利益
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前連結会計年度（自 2015年1月1日 至 2015年12月31日）の損益及び包括利益に対する調整に関する注記

(1）販売費及び一般管理費に対する調整

① 日本基準では退職給付に係る期待運用収益及び利息費用は退職給付費用として売上原価、販売費及び一

般管理費に含めて表示しておりましたが、IFRSでは退職給付に係る利息純額を金融費用として表示して

おります。この結果、販売費及び一般管理費から金融費用に△3,863百万円の表示組替が発生しており

ます。

② 日本基準では数理計算上の差異は、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSで

は、発生時にその他の包括利益として一括で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また、

日本基準では、過去勤務費用について、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、

IFRSでは発生時に純損益として認識しております。これらの結果、確定給付費用が日本基準より1,152

百万円増加しております。

③ 日本基準では、のれんの償却については、実質的に償却年数を見積り、その年数で償却することとして

おりましたが、IFRSでは償却を停止しております。この結果、のれんの償却費が日本基準より12,879百

万円減少しております。

④ 日本基準では認識していた無形資産について、IFRSでは資産の定義を満たさない部分については資産と

して認識しておりません。この結果、無形資産の償却費が日本基準より3,329百万円減少しておりま

す。

⑤ 日本基準では将来の費用を引当金として認識しておりましたが、IFRSでは引当金の認識要件を満たさな

いため、引当金として認識しておりません。この結果、販売費及び一般管理費が1,710百万円増加して

おります。

(2）金融費用に対する調整

① 日本基準では退職給付に係る期待運用収益及び利息費用は退職給付費用として売上原価、販売費及び一

般管理費に含めて表示しておりましたが、IFRSでは退職給付に係る利息純額を金融費用として表示して

おります。この結果、売上原価、販売費及び一般管理費から金融費用に4,529百万円の表示組替が発生

しております。

② 日本基準では、退職給付費用として、退職給付債務に割引率を乗じて利息費用を、年金資産に期待運用

収益率を乗じて期待運用収益をそれぞれ認識しておりましたが、IFRSでは退職給付債務と年金資産の純

額に割引率を乗じた利息純額を認識しております。この結果、金融費用が5,558百万円増加しておりま

す。

③ IFRSではIFRS第1号に規定されている免除規定を選択し、在外営業活動体に係る累積換算差額の残高

を、移行日である2015年1月1日においてすべて利益剰余金に振り替えております。この結果、当連結会

計年度における在外営業活動体の清算に伴う為替差損が日本基準より1,064百万円増加しております。

(3）法人所得税に対する調整

日本基準からIFRSへの調整に伴い一時差異が発生したことにより、法人所得税の金額を調整しておりま

す。

(4）その他の表示組替

上記の他、IFRSの規定に準拠するために表示組替を行っており、主なものは以下のとおりであります。

日本基準において、「営業外収益」、「営業外費用」、「特別利益」、「特別損失」に表示していた項目

を、IFRSにおいては財務関連項目及び為替差損益を「金融収益」又は「金融費用」に、それ以外の項目につ

いては、「その他の営業収益」、「その他の営業費用」、「持分法による投資利益」に表示しております。

(5）確定給付負債（資産）の純額の再測定に対する調整

日本基準では数理計算上の差異は、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSでは、発

生時にその他の包括利益として一括で認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また、日本基準で

は、過去勤務費用について、発生時にその他の包括利益で認識し、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額を発生年度から純損益に認識しておりましたが、IFRSでは発生時に純損

益として認識しております。

(6）連結範囲の差異

日本基準では重要性の低い一部の子会社について連結範囲に含めず持分法を適用しておりましたが、IFRS

ではすべての子会社を連結範囲に含めております。
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前第1四半期連結累計期間（自 2015年1月1日 至 2015年3月31日）及び前連結会計年度（自 2015年1月1日

至 2015年12月31日）のキャッシュ・フローに対する調整

日本基準に基づいて開示されている連結キャッシュ・フロー計算書と、IFRSに基づいて開示されている連結

キャッシュ・フロー計算書に重要な差異はありません。

17．要約四半期連結財務諸表の承認

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2016年5月12日に、当社代表取締役社長執行役員 澤田道隆及び

当社執行役員会計財務部門統括 青木和義により承認されております。
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２【その他】

（1）決算日後の状況

特記事項はありません。

（2）訴訟

当社グループが当事者になっている係争中の訴訟が存在するものの、当社グループの財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼすものはないと考えております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

２０１６年５月１２日

花王株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 吉田 洋 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鈴木 泰司 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 志賀 健一朗 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている花王株

式会社の２０１６年１月１日から２０１６年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（２０１６年１月１日から２０１６年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０１６年１月１日から

２０１６年３月３１日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四

半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表に関する注記事項について四半期レビューを行った。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第９３条の規定により国際会

計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必

要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビュ

ーの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第３４号「期

中財務報告」に準拠して、花王株式会社及び連結子会社の２０１６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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